
56-R　 OO9

地域別情報拠点育成に関する

　　　調査研究報告書

　　　 (総　　　論)

　 　 昭 和57年3月

　 　 　 iJIPOEC

財団法人 日本情報処理開発協会
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　この報告書は 、 日本 自転 車振興 会か ら競輪収益 の一 部であ

る機械 工業振興 資金の補助を受けて昭和56年 度 に実施 した

「地域別情報拠 点の育成 に関す る調 査研究」 の成果 を とりま

とめ た もの で あ ります。
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は じ め に

　地 方 の時 代 とい わ れ る'80年 代 にお い ては 、 我 が 国 の情 報 化 が一 層 進 展 す

る時期 で あ る と予 想 され る。 特 に、 地 域 の社 会経 済 及 び 住民 生 活 が 多様 化 し、

高 度化 す る と とも に、的 確 な情 報 の利 用環 境 につ い ての 要請 が高 ま ってい る。

　 この よ うな 情 勢 に鑑 み、 当協会 では 、 地域 情 報 拠 点 の育成 充 実 を図 るこ とが

必 要 と考 え、 情 報 ニー ズ 調査 、 シ ス テ ム開 発上 の技 術 的 問題 等 の研 究 を昭 和54

年 度 よ り実 施 して い る。

　 地域 情 報 拠 点 の構 想 は 、 地 域 活 動を 行 っ てい る機 関 が各 々の 目的 に応 じて収

集 加工 す る情 報 を ネ ッ トワー ク化 し、 相 互 に有 効 利 用 を 図 り、 提供 サ ー ビスを

可 能 とす る もの で あ る。

　 初 年 度は 、 地域 情 報 拠 点 育 成 調 査委 員会 及 び3地 域委 員 会 を設 け て、地 域 開

発(北 海道)、 地場 産 業(東 海 ・北 陸)、 情 報 ネ ッ トワー ク形 成(九 州)、 の

3情 報 拠 点 に つ い て、情 報 ニ ーズ 調査 を 行 った。

　 第2年 度 は、 前 記 各委 員会 を継続 して情 報 拠 点 育 成 の た め に具体 的 なテ ス ト

シ ス テ ムの研 究 を進 め る と と もに、 新 た に2地 域 委 員 会 を設 け て 、地 域 経済 情

報(関 信 越 ・東北)、 地 域 情 報 流 通(近 畿 ・中国 ・四 国)の2情 報拠 点 につい

て、 情 報 ニー ズ 調 査 を実 施 した。

　 第3年 度 と して、 本 年 度 は 、北 海 道 、 東 海 ・北 陸 、 九 州 の3地 域 につ き、 各

地域 機 関 に委託 してパ イ ロ ッ ト ・モ デル ・シス テ ム の研 究 開発 を実 施 し、 過去

3カ 年 にわた る各 地 域 調 査 を統 括 す る と と もに、 関信 越 ・東北 、 近 畿 ・中国 ・

四 国 の2地 域 につ き、 前年 度 調査 を踏 まえた 、 よ り対 象 を絞 っ た事 例研 究 を行

った 。 こ の 他 、 各 地 域 に共 通 す る課 題 と して地 方 自治 体 にお け る情 報 利 用

の事 例調 査 を実 施 し た。

　 今 後 は、 関 信 越 ・東 北 、 近 畿 ・中 国 ・四国 の2地 域 に つ き、条 件 の整 った地

域 か ら、 地域 情 報 シ ス テ ム の形 成 とそ の利 用 方 法 の研 究 を推 進 す る計画である。

また 、北 海道 、 東海 ・北 陸 、 九 州 の3地 域 に つ い て は 、3カ 年 の 研 究 成 果

を地 域 情報 化 の促 進 に反 映 させ る ため、 各 地 域 にお け る啓 蒙 ・普及 を図 る こ と



と したいo

　最 後 に、本 調 査 研 究 に あた っ て、 ご指 導 、 ご協 力 をい た だ い た 委 員 を は じめ 、

関係 各 位 に感 謝 の意 を表 し ます 。

昭和57年3月
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「地域別情報拠点育成調査委員会」委員名簿
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(財地方 自治情報 セ ンター事務局長

日本商工会議 所理事 ・中小企業振興 部長

中小企業事業 団情 報企画課長

地域振興整備公団工業再配置第一部長

日本科学技術情報セ ンター資料部収集課長

勧 日本立地セ ソター主任 研究員

働余暇開発 セ ソター研究開発部長

勘 関西情報 セ ソター専務理事

国立 防災科学技術セ ンター資料調査室長

通商 産業省札幌通商産業局情報管 理室長

通商産業省札幌通商産業 局情報管理室長

通商産業省仙台通商産業局情報管理室長

通商産業 省東京通商産業局情報 管理室長

通商産業省東京通商産業局情報管理室長

通商産業 省名古屋通商産業 局情報管理室長

通商産業省大阪通商産業局情報管理室長'

通商産業省大阪通商産業局情報管理室長

通商産業省広 島通商 産業局情報管理室長

通商産業省四国通商産業局情報管理室長

通商産業 省四国通商産業局情報管理室長

通商 産業省福岡通商産業局情報 管理室長

通商産業大 臣官房情報管理課行政情報業務室

長
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田　池　　　豊

谷　本　義　典

通商産業省立地公害局地域振興対策室企画班

計画係長

(財日本情報処理開発協会専務理事

勘日本情報処理開発協会技術調査部長

圃地方自治情報センター業務部長

日本商工会議所情報開発室長

(財関西情報センター計画調査部長

通商産業省札幌通商産業局電子計算機専門職

通商産業省札幌通商産業局情報管理室

通商産業省札幌通商産業局情報管理室

通商産業省仙台通商産業局電子計算機専門職

通商産業省仙台通商産業局情報管理室

通商産業省東京通商産業局電子計算機専門職

通商産業省東京通商産業局情報管理室

通商産業省東京通商産業局情報管理室

通商産業省名古屋通商産業局調査課長補佐

通商産業省名古屋通商産業局情報管理室電子

計算機専門職

通商産業省名古屋通商産業局情報管理室

通商産業省大阪通商産業局情報管理室

通商産業省大阪通商産業局情報管理室

通商産業省大阪通商産業局情報管理室

通商産業省広島通商産業局情報管理室電子計

算機専門職

通商産業省広島通商産業局情報管理室

通商産業省四国通商産業局総務課長補佐

通商産業省四国通商産業局情報管理室
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「地域開発に関する情報調査委員会 」委員名簿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(北 海道)
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札幌通商産業局総務部情報省理室長

北海道開発局長官房開発調査課課長補佐

北海道開発局長官房開発計画課課長補佐

北海道開発調整部計画主幹(産 業担 当)

北海道開発調整部統計課課長補佐

北海道商工観光部商工振興課課長補佐

北海道商工観光部商工振興課課長補佐

北海道農務部農政課課長補佐

北海道経済連合会事務局次長

北海道経済連合会事務局次長

㈱北海道商工会議所連合会総務部総務課長

㈱北海道拓殖銀行調査部部長代理

北海道電力㈱企画室調査担当課長

北海道東北開発公庫北海道支店調査課長

札幌通商産業局総務部開発企画課課長補佐

札幌通商産業局総務部開発業務課課長補佐 `



「地場産業に関する情報調査委員会 」委員名簿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (東 海 ・北陸)
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瀬戸商工会議所専務理事

㈱セ ン トラル経営 センター主任研究 員

愛知 県商工部工業振興課課長補佐

名古屋通商産業局生活物資課長

名古屋通商産業局情報管理室長
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「流通システム化に関する地域情報委員会 」委員名簿
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埼玉県総務部電子計算課企画係長

千葉県総務部情報管理課主査

千葉県商工労働部商政観光課企画班主査

東京都総務局総合機械化担当副主幹

神奈川県企画部電算システム課主事

神奈川県商工部商工総務室副主幹

中小企業金融公庫調査部資料統計課調査役

中小企業金融公庫調査部資料統計課調査役

日本開発銀行事務管理部副長

東京電力㈱企画室調査課長
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1 事 業 の 概 要

　 ここでは、本調査研究事業 の計 画、推進体制、実施経過及び報告 書 の構成 に

ついて述べ るo

1.1　 事 業 計 画

　 本 プ ロジ ェク トでは、 全 国 を5つ の地 域 に 区分 して、 各地 域 共3カ 年計 画 で

実 施 す る。

　 初 年 度 は、 地 域 情 報 の高 度 利 用 、 政 策 的 利 用 に関す る ニー ズ 調査 、 利 用 技 術

の 研 究 を行 う。

　 第2年 度 は、 初 年 度 の成 果 を 踏 まえ て、 地 域 情報 の高度 利 用 に関 す るテ ス ト

事例 の 研 究 を行 う。

　 第3年 度 は、 必要 性 の高 い 情 報 につ い て条 件 の 整 っ た地域 か ら、 地 域 情報 シ

ステ ムの形 成 及 びそ の利 用 の た め の ソ フ トウ ェアの開 発 を行 う。

　 た だ し、 北 海道 、 東 海 ・北 陸、 九 州 の3地 域 は54年 度 を初 年 度 と し、 関信

越 ・東 北、 近畿 ・中 国 ・四国 の2地 域 は55年 度 を初 年度 とす る。

　 な お 、 関信 越 ・東 北、 近 畿 ・中 国 ・四 国 の2地 域 につ い ては、 期 間 を 延長 し

て57、58年 度 の2カ 年 計 画 で シ ス テ ム 開発 を実 施 す る。

54 55 56 57 58

① 北海道

② 東海 ・北陸

③　九州

(調 査) (テ ス ト事例) (システム開発)

●

④　関信越 ・東北

⑤　近畿 ・中国 ・
　　四国

(調 査) (テス ト事例) (システム設計) (システム開発)
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1.2・ 推 進 体 制

　 中央 に 「地域別情報拠点育成調査委員会」(以 下単 に本委員会 と略す)を 、

各地 域に地域委 員会 を設置 して本調査研究 を推進す る。

　各委員会 の機能 と構成は次の通 りとす る。

① 地域別情報拠点育成調査委 員会(本 委員会)

　 ・　 関係諸機 関の間の意見交換、 並び に各地域 にお ける調査 研究事業 の全体

　　的調整、 とりま とめ にあたる。

　 ・　 本委員会 の開催は年4回 程度 とし、 事業計画策定段階、各地域 におけ る

　　 中間成果 と最終成果 の出揃 った段階、及 び報告書作成段階で開催す る。

②　地域委員会

　 ・　 各地域 にお け る関係諸機関の間の意見交換 をは じめ、各地域 における本

　　事業 の推進全体 を統括す る。

　 ・　 5地 域 につ いて、各 々地 域別 に委員会 を設け る。

　 ・　 次のメ ンバ ー よ り構成 され る。

　　　　　　 ・地 方 自治体

　　　　　　 ・地 域 の商工会議所等 の各種 団体

　　　　　　 ・地 域企業(電 力、銀行等)

　　　　　　 ・地域の情報サー ビス機 関等

　　　　　　 ・省庁等 の地方部局

　 ・　 地域委員会は、適宜開催す る。

　 ・　 事 務局は、各地域の事情 を勘案 して各地域の適 当な機関 にお く。 ◆

1.5　 実 施 経 過

前記事業計 画及 呑推進体制 に基づ き、次 の よ うに本調査研究を実施 した。

・54年 度 　北 海道、東 海 ・北 陸、九州の3地 域 につ き、各地域特有 の地域 間

一2一
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題 を考慮 して 最 も適 当 と思 わ れ る次 の課 題 につ い て調査 を 開始 した。

　 ・北 　 海 　道 … 「地域 開 発 に関 す る情 報調 査」

　 ・東 海 ・北 陸 … 「地 場 産 業 に関す る情報 調査 」

　 ・九　 　　 州 … 「地 域 情 報 の デ ー タ 交換 ネ ッ トワー ク形 成 調 査」

055年 度 　北 海 道 、 東 海 ・北 陸地 域 に つ いて は、54年 度 の情報 ニー ズ調 査

　結 果 に基 づ き、 よ り対 象 を しぼ った テ ス ト事 例 及 び モ デル シ ス テ ム概 要 設 計

　を行 った。

　 　九 州地 域 は 、 九州 にお け る重 要 課 題 で あ る 「流通 シス テ ム化 に関す る地 域

情 報 調査 」 にテ ー マ を しぼ り、 テ ス ト事 例 及 び モ デ ルシ ス テ ム開発 を行 った。

　 　また、 新 た に関信 越 ・東 北 、 近 畿 ・中 国 ・四 国地 域 で調 査 を開 始 した。

　 　こ の2地 域 は、 東 京 、 大 阪 とい う東西 の中 心都 市 が存 在 す るの で、 中央 情

報 の 地域 へ の流通 の意 味 も含 め て次 の テー マ を選 んだ。

　 ・関信 越 ・東北 … … … 「地 域経 済情 報 ネ ッ トワー ク形成 に関 す る調 査 」

　 ・近畿 ・中 国 ・四 国… 「西 日本 地域 情報 拠 点 形 成 に関す る調 査」

・56年 度 　 北 海道 、 東 海 ・北 陸、 九 州 の3地 域 につ き、 各 地 域 機 関 に委 託 し

　て、 パ イ ロ ッ ト ・モ デ ル ・シス テ ム の 開発 を行 った。

　 ・北 　海 　 道 …地 域 開発 情 報利 用 シ ス テ ム の研 究 開発(北 海 道情 報 開 発 研 究

　 　　 　 　 　 　　会)

　 ・東 海 ・北 陸 …産 地 情 報 利 用 シス テ ム の研 究 開 発(圃 中部 科 学技 術 セ ンタニ)

　 ・九 　 　 　 州 … 流通 情 報 利 用 シ ス テム の研 究 開発(働 九 州 流通 シ ろ テ ム協 会)

　 　また、3カ 年 にわ た る調 査 研 究 及 び シ ス テ ム開発 の成果 を踏 まえ て、 これ

　まで の評 価 及 び今 後 の課 題 に言 及 し、 各 地 域 にお け る情報 拠 点 育成 調 査 を総

　益 した。

　 　関信 越、 東 北、 近 畿 ・中 国 ・四 国 の2地 域 につ い ては、55年 度調査 に基づ

　き、 よ り対 象 を しぼ っ た事 例 研 究 を実 施 した。

　 ・関信 越 ・東 北 …… … レフ ァ レンス 情 報サ ー ビス の研 究

　 ・近 畿 ・中 国 ・四国 …広 島地 域 を中 心 と した情 報 拠点 構想
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　 この他 、 各 地 域 に共 通 す る課 題 として、 地 方 自治体 にお け る情 報利 用 の事

例調 査 を脚 地 方 自治情 報 セ ンタ ー に依頼 して と りま とめ た。

　 な お、56年 度 調 査 の実 施経 過 は 表1-1に 示 す通 りで あ る。

1.4　 報 告 書 の 構 成

　56年 度報告書は、 総論 編 と各論 編からな ってい る。各論 編は、(p北 海道、②

東 海 ・北 陸 、 ③九 州、 ④ 関信越 ・東 北 、 ⑤ 近 畿 ・中 国 ・四 国 の各 地 域委 員会 の

調査 報 告 で あ る。

、56年 度 を最終年 度とす る ①② ③ の3地 域 につ い ては、 パ イ ・ ッ トシ ス テ ム 開

発 を中 心 とす る委 託調 査 の成 果 に基 づ き、 これ まで の地 域 調 査 全体 を総 括 した。

　 第2年 度 に あた る④⑤ の2地 域 につ い て は、 各 地 域 テ ーマ に基づ く事 例 研 究

を 中心 に と りま とめ た 。

　 本 書 は、 総 論 編 として、 まず 第1章 で事 業概 要 を述べ 、 第2章 で各 地 域 調 査

(各 論 編)を 要 約 した。 また、 第3章 で本 年度 調 査 を ま とめ て今 後 の課 題 を記

したo

　 なお、 資料 として、地方 自治体におけ る情報利用事例の調査成果 を別冊 に付

　 したo

◆

◆
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2.1　 地 域 開 発 に関 す る情 報 調 査(北 海 道 地域 委 員会)

2.1.1　 目　 　 的

　 北 海道 の産業 構 造 は、 全 国 に比 べ第1次 、 第3次 産業 の ウエ イ トが高 く、 第

2次 産業 特 に製 造業 の後 進 性 が 目立 ち 、 そ の 高度 化 が 強 く期 待 され てお り、 ま

た、 近年 各種 の地 域 的 問題 も多 い 等 、本 道 の地 域特 性 に応 じた地 域 開発 を 促進

す る必 要 が あ る もの と考 え られ る。

　 そ こ で、 利 用度 の高 い地 域 開発 関 係情 報 に つ いて、 近 年活 発 化 し て い る コ ン

ピュー タ ・テ ク ノ ロジー に よ り、 そ の有効 利 用 、 高 度利 用 を 目指 し、 当面 オ フ

ラ イ ン の情 報 交換 ネ ッ トワー クを 形 成 す る等 、 地 域 開発 を側 面 的 に援 助 し よ う

とす るの が本 調 査 の 目的 であ る。

2.1.2　 調 査研 究 の概 要

　初年度 の昭和54年 度 においては、北 海道開発局、北海道、北海道経済連合

会、北海道商工会議所連合会、 北海道拓殖銀行、北海道電力、北海道東北開発

公庫、札幌通商産業局で構成す る推進機 関を対象 として

① 地域開発 に関す る情報 ニーズ調査

② 地域開発に関す る情報の電算処理、 保存状況調査

③ 地域開発 に関す る今後 の情 報 ニーズ調査

等 ネ ッ トワーク形成 の基礎 とな る調査を行 った。

　 55年 度は、ネ ッ トワー クを進め るための具体的調査 として

① 磁気 テープ等 の具体的保存 内容 調査

② 情報交換ネ ッ トワー クの ニーズ調査

③ 情報提供可能性調査

④ 情報交換ネ ットワー クの問題点等調査

を行 い、更 に前記推進機関以 外で、将来 の有 力な情報拠点 と目される道 内の主

要な11地 区の地方 自治体及び経済団体22機 関を対象 として、前述 の情報 二
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一 ズ あ るい は 電 算処 理 の実 態 を把 握 す るた め 、

⑤ 地 域別 情 報 拠 点 育成 基礎 調 査

を 併 せ実 施 した。

　 これ ら過 去2年 間 の調 査 を要 約 す る と次 の とお りであ る。

① 情報 利 用 の 面 か らは 、 経 済 開発 計 画 、 所 得 分 野 等 を中 心 に固有 情報 と して

　 509情 報 、2機 関以 上 共通 的 に利 用 して い る共 通 情 報 として334情 報 が

　 挙 げ られ 、 多様 な利 用 状 況 にあ るこ と。

② 　 今 後 の情 報 ニー ズ にお い て は、 種 々 の地 域 開発 構 想 ・計 画策 定 の た め の 人

　 口、 産 業 構 造 、 所 得 分 野等 デ ー タ を 中心 に ニー ズ が 存 在す る こ と。

③L電 算 処 理 状 況 にお いて は、 推進 機 関 中5機 関 、 自治 体 ・経 済 団体 中11機

　 関 が コ ン ピ ュー タ を導 入 し てお り、 これ ら機 関 にお い て は各 機 関 と も効 率 化 、

　 高 度 化 を 目指 しつ つ あ るが、 そ の活 用 状 況 は 現 在 の ところ まだ大量 集 計 等 処

　 理 が 中心 で あ るが 、 ネ ッ トワー ク指 向 が 存 在 す る こ と。

④ 推 進5機 関 の うち、 地 域 開発 関連 分 野 でMT等 で情報 保 存 がな され て い る

　 ものは36情 報 、64デ ー タ が数 え られ るが、 利 用 ニーズ の高 い情 報 が 必ず

　 し もMT化 等 が な され て いな い こ と。

⑤ 　 しか し、 これ ら情 報 に対 す るネ ッ トワー ク ・ニー ズ につ い ては、31情 報 、

　 54デ ー タ が確 認 され 、 推 進8機 関 中4機 関 以上 の ニー ズ の高 い デー タ は、

　 約5割 に も及 ん でい るな ど予想 以 上 の ネ ッ トワー ク ・ニ ーズ が存 在 す るこ と。

⑥ これ に対 す る情 報 提 供 につ い ては、 外部 提 供 が 可 能 な もの33デ ー タ、 不

　 可 能 な もの21デ ー タ で あ る こ と。

⑦ 　 これ ら の こ とか ら、 今 後 各機 関 にお い て は 、 ニー ズ の 高 い デー タ の蓄 積 を

　 積 極 的 に図 り、 デ ー タ利 用 ニー ズ に対 応 す る必 要 が あ る こ と。

⑧ 　 情 報 流 通 にお い ては 、 交 換 に際 し④条 件 の 整 って い る ところか ら、 ◎ 自主

　 的 に、◎ 相 互 の合 意 に基 づ き、 ◎ 現 行 諸 制 度 の範 囲 内 で、㊤ 相互 の利 益 追 求

　 の た め、 等 を基 本 原 則 と し て具 体 的 に展 開す る こ とが必 要 で あ る こ と。

⑨ 　今 後 の課 題 と して、 ④ 情 報 の高 度 利 用 のた め の共 通 的 シ ステ ム化 に関 す る
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　 こ と、 ◎技 術 問 題 に関す るこ と(ス イ ッチ ン グ ・セ ンター 的 な機 関 の設 置 の

　 検 討)、 ◎ 運 用 面 に関 す る こと(コ ス ト面)、 ㊤ 将 来 の オ ン ライ ン ・ネ ッ ト

　 ワー ク に関 す る こ と等 を 調査 研 究 す べ きで あ る こ と。

　 これ らの 調査 研 究 結果 を踏 まえ た 本道 にお け る情 報 ネ ッ トワー ク構 想 の お お

よ その イ メ ー ジ は、 図2-1に 示 す とお りで あ る。

　 す な わ ち、 地 域 開発 関係 情 報 の 流通 にお い ては、 当 面 は推 進 機 関相 互 間 で押

し進 め、 順 次地 域 関連 機 関並 び に他 機関 へ の 拡 大 を図 って い くこ とが必要 で あ

ろ う。

　 また、 情 報 流通 の 方 式 につ い て は、 地 域 開 発 のた め の 施策 及 び戦 略 に必要 な

地域 情 報 を入 手 した い機 関 は、 そ の情 報 の所 在 機 関 との ネ ッ トワー ク に よ りデ

ー タ入 手 を 図 る こ と とな る。 そ れ らの デー タ を利 用 す る際、 情報 の高度 利 用 の

面 か ら必 要 目的 に よ っては、 用 意 され てい る分 析機 能 も合 わせ て利 用 で き るこ

とが望 ま しい も の と思 われ る。

　 56年 度は、 こ の情 報 ネ ッ トワー ク構 想 の うち 次 の点 に 関す る調 査、 設計 を行

った 。

① 地 域 開 発 に関 す る利 用 シ ス テ ム 開発

② 　情 報 交 換 に伴 う諸機 能 の検 討

　 ④ 　 MT共 同利 用 セ ンター の研 究

　 ◎ 　 MT交 換 に伴 うコス ト調 査

③ 将 来 の オ ン ライ ン ・ネ ッ トワー ク の研 究

2.1.5　 地域 開 発 に 関 す る利 用 シス テ ム 開 発

(1)シ ステム開発 の 目的 とその性格

　　 本道は、全 国で最後 に残 された地域開発 の一大拠点であ ることから、本道

　 において も長期 的な視点 からの各種構想計 画が策定 されてい る。

　　 従 って、 これ ら実現 のた めの目標年 あるいは中間年の主要指標 の想定並 び

　に各 種 効 果 の 分 析 あ るいは 現状 分析等 を試み ることは、 前述 した よ うな現
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　 状 及 び将 来 の 人 口、 所 得 面、 産 業 構 造 面等 デ ー タ の ニー ズ は 非 常 に根 強 い も

　 のが あ り、 か つ 高 い こ とか らみ て有 意 義 な こ とと思 われ る。 この よ うな観 点

　 か ら、単 に本調 査 が情 報 流通 の実 現 に止 ま らず 情 報 の高 度 利 用 を 目的 とした

　 分析 シ ステ ム開発 を行 うもの で あ る。

　 　 以 上 の こ とか ら、 種 々 の ニ ーズ を勘案 し、 次 の よ うに分析 シ ス テ ム の性格

　 を規 定 した。

　 ①　 地 域経 済 諸 量 の将来 指標 の想定

　 ② 地 域経 済 構 造 の現 状 把 握、 予 測及 び その 産業 別 展 開

　 ③ 　 各種 投 資 等 の波 及 効果 測 定

(2)分 析 手法 の確 立

　 　 上 記 目的 を達成 し、 地域 開発 面 で効果 的 と考 え られ る分 析 手 法 を選択 す る

　 た め、 近 年 本道 に お い て行 わ れ た分析 の事 例 分析 を行 った が、 それ に よる と

　 計 量 経 済 モ デ ル 分析 、 産 業 連 関分 析、 シ ス テ ムダイ ナ ミ ックス、 リニ ア プ ロ

　 グ ラ ミン グ等 が挙 げ られ て い る。 これ らの中 か ら種 々検討 を加 え た結果 、 そ

　 の 分析 手 法 は そ の テー マ に依 存 す る とい う点 か ら、 前述 目的 及 び性 格 に沿 っ

　 た分 析 を可 能 とす る もの とし て、 計 量 経 済 モデ ル 分 析及 び 産 業 連 関 分析 に ょ

　 る手 法 を検 討 す る との結 論 に達 した ため、 この両 者 を結 合 した 分 析 シ ス テ ム

　 (以 下 「地 域 開発 シ ス テ ム」 とい う。)を確 立 す る こ と とした。

(3)シ ス テム の設 計

　　 これ までの検討の結果、 地域開発 システムは、次の機能 を備 えるものでな

　 ければな らない。

　①　(1)の① のため の計量 経済モデル分析機能

　②　(1)の② のための想定産業 連関表作成機能

　③(1)の ②及 び③のた めの産 業連関 分析機能

　④　上述①～③の機能作動 のための入 出力機能

　　①～③ の機能 につ いては、既成 のソフ トウェアパ ッケー ジが流布 してお り、

　本 システムを運用す るハー ドウ ェア等 との整合性 を勘案 しつつ、 いずれかの
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パ ッケー ジ を利 用 す る こ とが適 切 で あ り・ 効 果 的 と思 わ れ るた め これ らの機

能 を有効 的 か つ効 率 的 に結 合 した シ ス テ ム設 計 を行 うこ と とした。

　 ④ に つい て は、 ① ～ ③ 間 のデー タ フ ォー マ ッ トあ整 合 性 を と る こ とが そ の

主 な機 能 とな る。

　 この地 域 開発 シ ス テ ム の利 用 に際 して の フ ロー チ ャー トは 図2-2の よ う

に示 され る。

　 なお、 この地 域 開発 シ ス テ ムは 、 当面 は 推 進 機 関 内 に設 立 し、 利 用 者 は、

そ の機 関 に赴 き本 シ ステ ムを利 用 す る こ と とな る。

〈計 量 経 済モ デ ル 分 析 シ ステ ム 〉

　 図2_2に 示 した 一 連 の 利 用 フ ロー か ら 、 計量 経 済 モ デノレ分 析 シス テ

ム に つ い て の シ ス テ ム フ ロrは 図2-3の とお りで あ り、 デー タ 変換 の の

ち、 計量 経 済モ デ ル 分析 シ ス テ ム の使用 手 順 とな る が、 この機 能 として は、

図2-3に 示す も のが用 意 され てい る。

〈想 定 産業 連 関 表 作 成 シ ステ ム 〉

　前述の計量経済モデル 分析 か ら求 め られた マ ク ロフ レー ム に よ り、将 来 の産

業 連 関表 を作 成 す る場 合 、 い くつ か の方 法 が 考 え られ るが、 そ の1つ の例 と

して シ ス テ ム フ ロー を示 した ものが 図2-4で あ る。　 　 　 　 　 '

　 この方 法 は 、 ① 最 終 需 要項 目 の コ ンノミ一 夕 、 ② 投 入 係 数 の 推計、 ③ 自給 率

の推計 等 に よ り、 将 来 表 を作 成 す る もの であ る。

〈 産 業 連 関分 析 シ ス テ ム 〉　　 　　 　　 　　 　 　　 　　 　　 　 　　 　　 　'

　 前述 の想 定 産 業 連 関表 か らの産業 構 造 の予 測 あ る いは 現 状 の構 造 分 析 等産

業 連 関 分析 の シ ス テ ム フ ロー は 図2-5の とお りで あ り、 デ ー タ変換 の の ち

当 シ ステ ム の利 用 手 順 とな る。

　 このシステムの機 能 とし ては 図2-5の とお り、各 種 の もの が利 用 可 能 で あ る。
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図2-2　 地 域 開 発 シ ス テ ム利 用 フ ロー
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(a)

(d)

計 量 経 済
モデル 分析

(め

(c)

(e)

(a):利 用 者 の 使 用 デ ー タ フ ァ イ ル

　 　 　 　 　 　 　 (時 系 列 デ ー・タ)

(b):入 力 デ ー タ フ ォー マ ッ トの 指 定

　 　 ア 一 夕 ネ ー ム 、 コ メ ン ト等 の 指

　 　 示

PH-1:デ ー タ フ ォー マ ッ トの 変 換

(c):デ ー タ フ ・一 マ ・ ト変 換 レ ポ ニ

　 　 　ト

(d):PH-2パ ッ ケ ー ジ の 入 力 仕 様 フ

　 　 アイル.

PH-2　 :機 能

　　　　　時系列データの登録

　　　　　単一方程式 の推定

　　　　　方程式登録処理等事 前処

　　　　　理

　　　　　モ デル ビルデ ィン グ

　　　　　シ ュミレー シ ョン及び予

　 　 　 　 　 測

(e)、(e'):分 析 結 果 の レ ポ ー ト'

図2-3　 計 量 経 済 モ デ ル 分析 シ ステ ム フ ロー

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 -14一



　 ン ノミ一 夕

等 　 作 　 成

(ぎ)
(9)

(f)将 来 連 関表 基 礎 デー タ

　 　 〔(e)及 び別 途 作成 〕

PH-3:機 能

　　将来 連関表 の作成処理

　　 ・最終 需要項 目のコン

　　　ノミ一夕

　　 ・投入係数 の作成

　　 ・自給 率の作成等

　　 ・将来表作成

(g)、(g'):将 来 表 レ ポ ー ト

図2-4　 想定 産 業 連 関表 シ ステ ム フ ロー
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(h)　 利 用 者 の使 用 デー タ フ

　 　 アイル(行 列 デー タ)

(i):入 力 デー タ フ ォー マ ッ

　 　 トの指定

　 　 デ ー タ ネー ム、 コメ ン

　 　 ト等 の指 示

PH-4:デ 一 夕 フ ォー マ

　 　 　 　 　 ッ トの 変換

(」)　 PH-5パ ッケー ジの

　 　 入 力使 用 フ ァイ ル

(k)　 デ ー タ フ ォー マ ッ ト変

　 　 換 レポ ー ト

PH-5:機 能

　　　 ・一般構造分析

　　　　　誘発効果分析

　　　　　生産変動要因分析

　　　　　輸移入　 　 〃

　　　 ・投 資効果分析

　　　 ・価格波及分析

(1)、(r) 分析 結 果 の レポー

ト

図2-5　 産業 連 関 分析 シス テ ム フ ロー
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デ ー タ の 編 集

(必 要 デー タの抽 出データ構成 の変換)

出力フ ァイルへの

書 き込 み

STOP

計 量経 済 モデル分析 システム、

産業 連 関 分析 シ ス テ ムへ の

入 力 フ ォー マ ッ トデー タ

図2-6　 デ ー タ コ ン バ ー ジ ョ ン フ ロー
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〈 デ ー タ コ ン バ ー ジ ョン 〉

　 前 述 し た計量 経 済 モ デル 及 び産 業 連 関 分析 シ ス テ ム を本 シス テ ム に適 用 す

るた め には、 時 系 列 デ ータ並 び に行 列 デ ー タ等 へ の コ ンバー ジ ョンが 必 要 と

な るが、 この フ ロー は 図2-6の よ うに示 され る。

2.1.4　 情 報 交 換 に伴 う諸 機 能 の検 討

　 (1)MT共 同利 用セ ンター機 能 に関す る検討

　　 ① セ ンターの必要性

　　　　 MTベ ースでの流通は、当面は推進機 関間相互で行われ るが、 近 い将来

　　　 には、 関係他機 関を も含めた活発 な流通 体制 へ と発展 して行 くこ とが予想

　　　 され る。

　　　　 このため、今後多量化、多様化す るMT交 換 に対応 し、事務処理ベー ス

　　　 では一層 の繁 雑化が予想 され、 また、 地域開発情報 の関連機関へ の周知 の

　　　 必要性 から、 これ についての仲介 的役割 を持 つ機能 が必要であろ う。

　　 ② セ ンター の役割、機能

　　　　 近 い将来 にお ける望 ましいセ ンター機能は、 次の ような ものであろ う。

　　　 ④　 MTネ ッ トワー ク活性 化の推進

　　　　 ・関係機関のMT情 報 のク リア リング

、　　　　 ・関係機関へ の提供MTの 拡大化 の要請

　　　　 ・関係機関へ の提供可 能MTの 広報

　　　 ◎ 　 MT流 通 ・交換業務の実施 ・蓄積

　　　　 ・MT発 注 ・受 注(提 供 の要請、提供 を受 ける)業 務'

　　　　　・MTコ ンバー ジ ョン業務(COPY、 　FORMAT変 換、　MASKING等)

　　　 ◎ 　 関係情報MTの 収集

　　　　　・地域開発 の中で も、社会開発 に係 る分野の収集

　　　　　・その他関係 情報の収集,
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　　 　 な お、 蓄 積 ・管 理 方 式 は、 当面 は 「図書 館方 式」 で運 用 す る こ とが適 当

　　 で あ ろ う。

　 ③ 　 セ ンター 実 現 に 向け て の方 策

　　 　 前述 した よ うな機 能 を備 え た 組織 につ い ては、 次 の よ うな 形 態 が考 え ら

　　 れ る。

　　 ④ 　 推進 機 関 の 中 に幹 事 機 関 を 設け、 そ こで運 用 す る方 法

　　 ◎ 　 既在 団 体(社 団、 財 団法 人格)の 活用 を図 る方 法

　　 ◎ 　 新 た に法 人 組 織 を 設置 す る方 法

　　 　 ・　 社 団 法 人 格 的 な もの

　　 　 ・　 財 団法 人 格 的 な もの

　　 　 これ ら につ い ては、 い ず れ も長 所、 短所 が 見受 け られ るが 、 実現 性 の上

　　 か らは◎ が 妥 当 な もの の よ うに思 わ れ る。

　　 　 いず れ に して も、 費用 負 担 、 要 員等 の問 題 が存 在 す るた め、 今 後 実 現 に

　　 向 け、 これ らの検 討 を行 い、 慎 重 に対 処 す る こ とが必 要 で あ ろ う。

(2)情 報 交換 に伴 い 発生 す る コス ト調 査

　　 情 報 交換 は、 相 互 交 換 が 理 想 で あ るが、 個 々の機 関 の性 格 に よっ ては、 一

　 方的 提 供(被 提 供)が 起 り うる。

　　 一 般 的 に コス トの 要因 とな る項 目は 次 の よ うな もので あ る。

　　 ① コ ン ピ ュー タ、 周辺 機 器 費用 、 ② 人件 費、 ③ 消耗 品 費、 ④ 施設 、 設 備 費

　　 用 、 ⑤ 水 道 光 熱 費、 ⑥ 修 繕 費、 ⑦ 減価 償 却 費

　　 しか し、 これ ら につ い て、 個 々 にそ れ ぞれ積 算 し て コス トを 把握 す る こ と

　 は困 難 であ る こ とか ら、 既 存 の機 関 が例 え ばMTコ ピー を行 う場合 、 ど の よ

　 うな方 法 を と って い るか に よ り、 それ を 目安 にす る以 外 に 方法 は な い もの と

　思 わ れ る。

　　 この こ とか ら、 今回 は3社(サ ー ビス会 社)の 調 査 を行 っ た が、 それ に よ

　 る と、A機 関はMTコ ピー1巻 の処 理 とし て5,000円 と設 定 し て お り、B、

　 C機 関 にお い て は、 マ シ ン単 価 を900円/分 程度 としてい るが 、 通 常MT1
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巻 の処 理 は5～6分 で あ るこ とか ら900円 ×5～6分=4,500円 ～5,400

円程 度 とな り、 先 のA機 関 と同等 金 額 とな る。

　 し か し、 これ を そ の ま ま当推 進 機 関、 関連 機 関 に当 ては め る こ とには 問 題

が あ る こ とか ら、 各 機 関 にお い ては、 前述 ① ～ ⑦ の 要 素 を考 慮 しつつ 個 々に

実 情 に応 じて価 格 体 系 を設 定 す べ きで あ ろ う。

2.1.5　 将 来 の オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワ ー ク の 考 察

① 情 報 化 の 進展 に伴 い、 オ ンライ ン ・ネ ッ トワー ク の急 進 が 予想 され る こ と

　 か ら、 将来 の オ ンラ イ ン ・ネ ッ トワー クは必 然 であ る との 認識 に立 て ば、 こ

　、れ の調 査 研 究 を行 うこ とは、 本 道 の情 報 化 に とっ て も非 常 に有 意義 な もの と

　 思 われ る。

② オ ンライ ン ・ネ ッ トワー ク形 成 の意 義 は、 ⑦ デ ー タ の迅 速 性 の確 保 が図 ら

　 れ る、 ◎ デ ー タ の信 頼 性 が 向上 す る、 ◎ シ ス テ ム開 発 、 運 営 の効 率 化 が図 ら

　 れ る、 等 の外 、 デ ー タの収 集 面 の コス ト低 減、 ハ ー ド ・ソ フ トウ ェ アの共 有

　 化 等 の メ リ ッ トが あ る もの と思 われ る。

③ オ ンライ ン ・ネ ッ トワー ク の形 態 につ い て は次 の よ うな ものが 考 え られ る。

　 ④ 　組 織 内ネ ッ トワー ク

　 ◎ 　組 織 間 ネ ッ ト ワー ク

　 　 ・　 共 同 セ ンタ ー 型 ネ ッ トワー ク

　 　 ・　 同 種 組 織 間 ネ ッ トワー ク

　 　 ・　 異 種 組 織 間 ネ ッ トワー ク

　 　 ・　 スー パ ー セ ンター 型 ネ ッ トワー ク

　 　 これ らの こ とか ら、 当調 査 研 究 にお い ては 、 オ フ ライ ン ・ネ ッ トワー ク形

　 成 と同様 に◎ の 異 種 組 織 間 ネ ッ トワー ク で対 応 す るこ と とな る。

　 　 従 って、 当面 は 、 近 距 離 組 織 同志 で試 験 的 に形 成 、 運 用 し、 逐 次、 他 機 関

　 へ の 拡 大 を 図 るべ き もの と考 え られ る。

④ 　 形 成、 運 用 に お け る コス ト面 に つい て は、 客観 的 に把 握 す る こ とは、 非 常
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　 に困難 で あ るた め、 捉 え 方 の提 示 にと どめ た い 。

　　 まず 、 第 一 点 の ネ ッ トワー ク の利 用 効 果 を何 と対 比す るか との問 題 に対 し

　 て は、 ④ ハ ー ドウ ェア ・リソー スの共 用 に 関 して、◎ ソ フ トウ ェア ・ リソー

　 ス の共 用 に関 し て、◎ デ ー タベ ー スの 共用 に関 して、等 との 比 較検 討 を行 う

　 必 要 が あ る。

　　 また、 第 二 点 の 費用 面 の捉 え方 と し ては、 ハ ー ドウ ェア につ い ては 、 ネ ッ

　 トワー ク に加 わ るため に 、

　 ④ 　 追 加 した ハ ー ドウ ェア、 メモ リ、 通 信 制御 装置 、 フ ァイ ル 装置 、 端末 装

　　 置 等

　 ◎ 　 レ ン タル 料等 を 含む継 続 的増 加 費用

　 ◎ 　④ 、◎ にか か る金 利 負 担

　　 ソ フ トウ ェア に関 しては 、 ネ ッ トワー ク利 用 のた め に、

　 ④ 　 特 別 に発 生 した 各種 プ ロ トコル の処 理 用 ソ フ トウ ェ アの 開発 費 用

　 ◎ 　 通 信 制 御 用 の ソ フ トウ ェアの 開発 費用 の 自己負 担 分

　 ◎ 　 ネ ッ トワー ク利用 の ため に改 変す る こ とが余儀 な くされ た 既存 の ソ フ ト

　　 ウエ ア の メ ンテ ナ ン ス費 用

が 主 な もの で あ ろ う。

⑤ 　形 成 上 の 問題 点 として は、 ネ ッ トワー ク を検 討 す る場 合、 一 般的 な 問題 と

　 して 次 の よ うな点 が生 じ る もの と思 われ る。

　　 そ れ は 、④ コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ム の規 模及 び性 能 は同 等 か、 ◎ 一 定 期 間

　 内 の他 シ ステ ム利 用 度 は ほ ぼ 同等 と考 え られ るか、 ◎ 自分 の使 い た い 時 に他

　機 関 のハ ー ドウ ェア を直 ち に使用 す る こ とが保 証 され るか、 ◎ ハー ドウ ェア

　 の 自分 の必 要 とす る リソー ス につ い て の制 約 を受 け、 処理 に支 障 を きたす こ

　 とは な いか、 ㊧ ハ ー ドウ ェアの共 用 の結 果 、 機 密 とす る ソフ トウ ェア の内容

　 の漏 洩 、 変 質、 消 失等 が起 きな い,とい う保 証 は あ るか等、 同 様 の問 題 は ソフ

　 トゥ ェ ァ、 デ ー タ ベ ー ス共 用 の場 合 に も起 り うるた め、 形 成 時 にお い ては 充

　 分 の検 討 を要 す る。　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ・
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　　 また、 この一 般 的 問 題 の外 に、 技 術上 の 問題 、 法 制上 の問題 等 が あ げ られ

　 るが、 これ らにつ い ての解 決 は 先 に委 ね るべ き と考 え られ る。

⑥ い ず れ にし て も、 将来 の ネ ッ トワー クに つ い ては 、 情報 化 の進 展 に伴 い、

　 必 然 な もの と考 え られ るた め 、 関 係 機 関 にお い て は、 これ らを念 頭 に置 きつ

　 つ、 この実 現 に向 け、 確 実 な 歩 み を 始 め るべ きで あ る。

2.1.6ま と め

　 2.1.1で も述 べ た とお り、 本 道 にお い て は第2次 産 業 特 に製 造 業 の後 進性 、

所 得 面 等 で の格 差 が 指 摘 され て い るが、 情 報 流通 面 で もそ の立 ち遅 れ は 同 様 で

あ.る。

　 この よ うな観 点 か ら、 昭和54年 度 か ら の3カ 年 にお い て は、 これ を 解 消 す

る一 つ め 方法 と して 情 報 流通 の活 性 化 、 情 報 の高度 利 用 を 目指 し、 各 種 調 査 、

シ ス・テ ム 開発 を実 施 した と ころ で あ る が、最 終 年度 に当 た りこの二 側 面 か らの

総 括 を行 ってみ た い 。

(1)昭 和54、55年 度 にお い ては、 ① 地 域 開発 に係 る情 報利 用 、 ② 情 報 利 用

　 に際 して の 問題 点 ・改 善 意 見等 、 ③ 関係 機 関 の電算 処 理 状 況、 ④ 磁 気 媒 体 ベ

　 ー ス で の情報保 存 、 ⑤磁 気 媒 体 情 報 の交 換 ニー ズ、 ⑥ 交 換 に際 し て の 問題 点

　 ・意 見 等、 の各 種 の実 態 が 明 ら か に な っ た こ とに よ り、 今後 は推 進 機 関 を中

　 心 とし て情 報 流通 の 円滑 な実 現 を 目指 し、 交 換 可能 な と ころか ら具 体 的 展 開

　 を図 り、 これ を逐 次他 機 関 に拡大 して行 く必 要 が あ る との結論 が、 本 道 に お

　 け る情 報 流 通 面 の一 つ の指針 と して評 価 され るべ きで あ ろ う。

(2)昭 和56年 度 にお い ては、 これ を 一歩 押 し進 め、 情 報 の高度 利 用 の た め の

　 シ ス テ ム開 発、 近 い将 来 のMT共 同利 用 セ ンター 構 想等 の 調 査 研 究 を 行 っ

　 たが 、　 「地 域 開発 シス テ ム」 につ いて は、 今 後 の商工 業 ・電 源 の立 地、 地 域

　 産 業 の振 興 等 の面 で の 有益 な 指針 を提供 す る道 具 と して有 意 義 な 評 価 を与 え

　 て も良 い もの と思 わ れ る。

　 　 他 方、　 「MT共 同 利用 セ ンタ ー 構 想 」 につ いては 、 図書 館 と同 様 に社 会 の
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　 要 請 で もあ る もの と考 え られ るた め、 「民 ・官」 の英知 を結 集 す べ き もの と

　 思わ れ る。

　 　 一 方、 これ ら につ い て は、 今 後 の課 題 が存 在 しな いわ け で もない。 そ れ は、

　 「地 域 開発 シス テ ム」 につ い て は、 ①実 際 に運用 し、 問題 が あ れば これ を解

　 消す る手 だて が 必 要 な こ と、 ②前 述 した 目的 ・性 格 上 か らあ る特定 の 分 野 に

　 しか適 用 で きな い、 とい う点 で あ り、 今 後 は、 機 会 が あれ ば 他 の方法 に つ い

　 て もシ ステ ム 開発 を行 う必 要 があ る もの と考 え られ る。 「共 同 セ ンター 構 想」

　 につ いて は、 今 回 は可 能 性 の検 討 を行 った に過 ぎず、 これ の 実現 まで には 更

　 に各 種 の検 討 、 日時 を要 す るた め、 機 会 が あれ ぱ検 討 を押 し進 め る必 要 が あ

　 るo

(3)前 述(1)、(2)の 情 報 流通 面、 地 域 開発 シ ステ ム、MT共 同利 用 セ ンタ ー 並 び

　 にオ ン ライ ン ・ネ ッ トワー ク との関 係 を図 示 す る と図2-7の とお りで あ る。

(4)　昭和56年6月 、 産 業 構 造 審 議 会 の情 報 産 業部 会 は、 我 が 国経済 社会 の方

　 向を踏 まえ て、80年 代 にお け る情 報 化 に関 す る答 申を行 っ たが、 そ れ に よ

　 る と 「80年 代 に お い ては 、 情 報 化 の浸 透 が一 層 進 み、 従 来 の産 業 分野 で の

　 活用 か ら社会 、 家 庭 生 活 面 等 の あ ら ゆ る分 野 に拡 大 して行 くこ とは確 実 であ

　 るた め、 官民 一 体 とな った 豊 か な情 報 化社 会 を構 築 す るこ とが 重 要な 課 題 で

　 あ る」 と述 べ てい る。

　 　従 って、 本 道 にお い て も、 これ らの情 勢 に乗 り遅 れ る こ とな くこの実 現 に

　取 り組 む 必 要 が あ る もの と考 え られ るが、 本 調 査 研 究 が そ の た め の一 つ の

　指針 とな れ ば 幸 い で あ る。
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2.2　 地 場 産 業 に関 す る情 報 調 査(東 海 ・北陸地域委 員会)

2.2.1　 調 査 研 究 の 概 要

　 産 業 構 造 の知 識 集 約 化 が 要請 され る今 日、 地 場 産 業 の発展 を期 す た め には、

情報 を適 時 的 確 に利 用 し得 る体 制 の整 備 一 情 報 の収 集 ・加工 ・蓄積 ・流 通 シス

テ ム の確 立 一 が 必 要 であ る。

　 こ の よ うな認 識 の下 に、 本調 査 研 究 で は、 地 場 産 業 に と って 最 も有 効 な 地 域

情 報 シス テ ム を確 立 す るた め には 、 国 ・県 ・他 地 域 情 報 ネ ッ トワー ク との 関 連

上 、 どの よ うな 機能 を もつ べ きか を模 索 す る こ とに よ り、 地 場 産 業 にお け る情

報 シ ステ ム の あ り方 を ま とめ る こ とを 目的 と した。 初年度 で あ る昭 和54年 度

は 、 東 海 ・北 陸 地 域 の主 な 産地 を と りま く官公 庁 、 団体等 諸 機 関 を対 象 に情 報

のニ ー ズ ・入手 チ ャネ ル ・活 動 状況 等 の ア ンケ ー ト調 査 を実 施 した。 昭和55

年 度 は、 モ デ ル ケ ー ス とし て瀬 戸陶 磁 器 産 地 を選 定 し、 ノベ ル テ ィ ・洋 和 飲 食

器 等 の メー カ ・産 元 商 社 を 対 象 に 、 情 報 ニー ズ ・情 報 基 盤整 備 に対 す る意見

等 の調査 を実 施 し情 報 流通 基 盤 整備 の あ り方 につ い て 研究 したo

　 昭 和56年 度 は、 ニー ズ の高 い情報 分 野 で あ る生 産 ・販売 関連 情 報、 技 術 関

連 情 報 を対 象 に、 情報 の整 理 ・活用 方 法 ・産 地 パ イ ロ ッ トシ ス テ ム等 の 研 究 開

発 を実 施 した。

■

2.2.2　 産地 情 報 流 通 ・処理 の現 状

　 産 地 全 体 の情 報 ニーズ を 見 る と、　 「品質 ・デ ザ イ ン ・新 製 品 ・技 術 関 連 情 報1

が最 も高 く、以 下 、　 「販 路 開 拓 ・市 場 関 連情 報 」 、　 「経営 一般 情 報」 の順 とな

って い る。 また 、 当該 産 地 が 多種 類 の陶 磁 器 を手 が け 、 かつ 製 品 供給 先 も国 内

は も と よ り広 く海 外 に至 るた め、 情 報 ニーズ も また 必 然 的 に産 地 内 ・国 内 に関

す る情 報 に とど ま らず広 く海 外 に まで及 ぶ。

　 入 手 先 を大別 す る と、 企 業 系 か ら入手 す る ものが 約 半 分近 く占め、 次 いで 経

済 ・業 界 団 体 系 か ら とな っ てい る。 また業 種 別 ・業 態 別 にみ る と、 洋 ・和 飲 食
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器 部 門、 メ ー カ部 門 は 経 済 ・業 界団 体 や販 売 先 か ら入手 して い るが、 ノベ ル テ

ィ部 門、 産 元 商 社 部 門 では 一 般 マ ス コ ミの ウエ イ トが高 くな って い る。

2.2.5　 産 地 情 報 流 通 の課 題 ・方 向 ・あ り方

　 産地企業がいかな る環境変化 にも機敏 に対応 して い くた めには、今後、情報へ

の依存度が高 まることが見込 まれ る。 ところが、産地では迅速かつ的確 な情 報

処 理機能の必要性 が唱 えられなが らも具体的着 手への困難 性が 目立 つ。従 って、

産地 内に企業 ・公的機関 ・経済 団体等 で構成す る委員会 を設置 し、情報処理 に

関す る産地 全体 の意思統一 を図 る必要 がある。
●

　情 報 処 理 体 制 として は、 初期 段 階 では 小規模 、 中期 では ブ ロ ック機 関等 との

連 携、 長 期 的 には 全 国 レベ ル で のネ ッ トワー ク 化 を 目指 す とい った段 階 的 機 能

強化 が 望 まし い。

2.2.4　 情 報 処 理 の 高度 化

(1)　情報の収集対 象

　ω　生産 ・販売 関連情報 として考え られ るデー タには種 々の ものがあ るが、

　　独 自に収集す るか、既 に収集整備 された情報サー ビスを利用す るか に大別

　　 できる。 また、産地 に必要な情報の収集対象、特 に産地 におけ る情 報整備

　　 の第一段階 としては、体系的 に収集可能な 官公庁等の統計資料 をデータ ソ

　　ース とす ることが適切 といえ る。

　(ロ)技 術情報 を収集す る際 には、 つ ぎの よ うな特異性 に留意す る必要が ある。

O

O

O

O

O

O

提供 され る形 態 が さ ま ざ まで あ る。

定 期 的 に提供 され る とは 限 らな い。

情 報 源 を特 定 し に くい。

情 報 の価値 判 断 の基 準 が まち まちで あ る。

情 報 の量 的 ・質 的 な バ ラ ツキ が 大 きい 。

公 開 され難 い情 報 が 多 い。
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　　　以上 の前提を もとに、 情報源 として活用でき るもの には、情報サー ビス

　　機 関が独 自に収集 す るもの(一 般 日刊新聞 ・業界誌等)と 他所 で収集整理

　　 された もの(日 本科学技術情報セ ンター ・特許情報セ ンター ・日本陶磁器

　　意匠セ ンター等)が あ る。

(2)　情報の整理 ・利用 ・問題点

　初　生産 ・販売関連情報 は官公庁 の統計資料 に種 々のデー タが含 まれ てい る

　　が、 ここでは生産 ・販売 関連情報の うち三つの分野について検 討 した。

　　①　生産動向

　　　　全国的 な動向 を時系列 で把握 し産地独 自のデータ と対比す ることにょ

　　　 り、 自産地の状況 を的確 にとらえ、 今後 の生産 ・出荷計画 に活用す るた

　　　め、通産省の生 産動態統計(陶 磁器月報 ・プ ラスチ ック月報 ・ガラス製

　　　品月報等)、 日銀の卸 売物価 指数 を利用 し、生産 ・出荷状況、 競合製品

　　　の影響度合い等 が把 握 されている。

　　②　販売動 向

　　　　陶磁器製飲食器 の消費動 向は、通産省 の商業動 態統計(大 型小売店販

　　　売額等)、総理府 の消費者物価指数な どを利用 して、国内最 終消費需要動

　　　向を、 海外向けについては輸 出確認統計、通関統計、 輸 出信用状接受高

　　　などによ り把握 し、 これ から推計 できる。

　　③　需要予測

　　　　陶磁器製飲食器需 要の将来予測のため の統計 資料 としては、通産省

　　　 (生 産動態統計 ・工業統計)、 日銀(卸 売物価 指数)、 総理府(住 民基

　　　本台帳 ・家計調査)、 厚 生省(日 本 の将来人口 ・人口動 態統計)、 建設

　　　省(建 築着 工統計)等 があ る。 当該需要は何 によって決 まるかは明確で

　　　な いが、回帰分析 によ り一応の需要予測は可能 であ る。

　　　　なお、 情報の整 理、利 用上 の問題点 としては統計 による分類の粗 さ、

　　　大量データの整理があげられ る。

回　技術情報についてみ る と、収集 した技術情報 を整理 ・分類 す る上 で、つ
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　 　 ぎの 点 に注 意 す る必 要 が あ る。

　 　 ① 　ニ ュー ス性 の強 い ものか、 技 術 的 意味 あ い が濃 い ものか の 見極 め。

　 　 　 　 特 に、 デ ー タベ ー スの 諸 情報 の保存 期 間 の設 定 。

　 　 ②　 製 造 工 程 の ど の部 分 の技 術 情 報 か の明確 化 。

　 　 　 '整 理 の 際 に ど の よ うな工 程 に 関連 が あ るの か、 質 的 レベ ル ・量 的 な 面

　 　 　 の表 示 は ど うな るか 。

　 　 ③ 検 索 の 具 体的 な 手 法 にな にを使 うか 。

　 　 　 　 現 在一 般 の 用 に供 され て い る検 索 方法 は、UDC・NDC方 式(図 書

　 　 　 の分 類 ・整 理 な ど)、 シ ソ ー ラ ス方 式(独 自の キ ー ワー ドに よ り検 索)、

　 　 　 フ リー ワー ド方 式(キ ー ワー ドには制 約 は設 け ず、 検 索す る側 の言 葉 に

　 　 　 よ り行 う)、 な どが あ る。

　 　 なお 、 情 報 を整 理 す る上 で の 問題 点 につ い ては 、 パ ター ン情 報 や大 量 情 報

　 の原 始 情 報 を ど う扱 うか、 また計 算 機 シ ス テ ム(ハ ー ドウ ェ ア)を どの よ う

　 にす るか等 が あ る。

(3)産 地 情 報 シ ス テ ム

　 　 産 地 情 報 シ ス テ ム の本 来 あ るべ き姿 として は、 重 層 的 な ネ ッ トワー ク に よ

　 り明確 な 役割 分担 が図 られ るべ きで あ ろ うが、 現 在 充 分な ネ ッ トワー ク を組

　 め る程 環 境 は整 備 され て いな い。 と りわ け技 術 情 報 を産 地 で独 自 に整 備 す る

　 には 相 当 な負担 を 要 す るた め、 技 術 情 報 よ りも生 産 ・販 売 関 連 情 報 の 独 自整

　 備 の方 が現 実 的 で あ る。 また、 デ ー タ の関 連 とい う観 点 か ら整 理 した ものを

　 見 る と、 業種 に与 え る コー ドを体 系化 す る こ と に よ り他 の業種 に も応 用 可 能

　 な シ ス テ ム を設計 す るこ とが で き、 これ は 将来 的 に見込 まれ る重層 的 ネ ッ ト

　 ワー ク 時代 に も充 分対 応 で き る もの と思 われ る。

　 　 産地 情 報 拠 点 に大 型 コ ン ピュー タ が導 入 され た 場 合 を想 定 して 、 汎用DB

　 MSに よ るデ ー タ ベ ー ス の 設 計 を 行 っ た が 、 産 地 の現 況 か ら見 る と、 第 一

　 段 階 と しては 最 近 技 術進 歩 のめ ざ ま しい マ イ ク ・ ・コ ン ピ ュー タ等 を導 入 し、

　 産 地情 報 シ ス テ ム を小規 模 な形 で展 開 す る こ とが有効 であ ろ う。 これ ら を考
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え る と、 以下 に示 す シ ス テ ム概 要(2.2.4、(2)で 述 べ たデ ー タ を利 用 し産 地

情 報 基 盤 整備 レベ ル での シ ス テ ムを作 成 した。)と なる。 パ イ ロ ッ トシ ス テ ム

作 成 に 当 り産地 に おけ るデ ー タ整 備 をす るた め には、 デ ー タ及 び ソフ トウ ェ

ア の標 準化 が 促進 され る こ と に よ り、 デ ー タ の相 互 利 用、 さら には デ ー タ ネ

ッ トワー クへ と移 行 が 出来 る。

　 な お、 プ ・グ ラム と して最 低 限 必 要 とな るも のはデ ー タ 入 力 の操作 性 の 向

上 を 図 る こ と と加 工 ・編 集 機 能 の容 易 さ(3次 元 的表 現)を 考 慮 に入 れ る必

要 が あ る。

2.2.5　 今 後 の 課 題

(1)陶 磁器産地をめ ぐる今後 の外部情報問題を展望す る際、最大の焦点 となる

　 のは、 対応 の困難性 である。

　　産地 に限 らず、今 日 「め ま ぐるしい環境変化へ の対応が、様 々な情報を活

　用す る体制な しに果 して可能 か」 とい った問題 を考 えるとき、従来 の経験 と

　勘へ の依存か ら組織的 な情報処 理 に基づ く、 よ り安全な確率 を求め る方向へ

　 の転換は必然 の流れであると考 え られ る。

　　近年、 国際間や国内同業他産地 との競争激化の下 で国内市場再 開発志 向を

　 強め る陶磁器業界 にあ って、今後、同業他産地 との競争が従来以上 に熾烈な

　 もの となろ うし、 その過程 にお いて明暗を分 けるものは産地 にお ける情報処

　理能 力の優劣であるとさえ考 えられ る。

　　特 に産地が現在志向す る取扱 い商品 の高付 加価値化 には膨大な情報 を必要

　 とし、 これ に伴 う情報処 理 も質量 両面 にわた り今後 ます ます強化 され るべ き

　 方向 にあ る。

　　 こ うした情勢下 で、経 営 ・資源的 に制約 の多い中小零細企業が大半 を 占め

　 る産地の対応 は、産地一 体 とな った情報処理体制の確立が考 えられ る唯一の

　 道 であろ う。

　　 以上 の よ うな環境下 にあって、産地 一体 とな った情報処理機能の必要性が

　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 一29一



　 唱 え られ な が ら も、 具 体 的着 手 へ の困難 性 が 目立 つ。

(2)産 地 ニー ズ の高 い生産 ・販 売 関 連 情 報 、技 術 関 連情 報 につ い ては、 そ の利

　 用 目的 に よ り、 情 報 の収集 対 象、 整 理 ・分 類 や利 用 シ ステ ム に大 き な相 違 が

　 あ る。 生 産 ・販売 関 連情 報 の 内、 官庁 関 係 統 計 の整 理、 利 用 は 比較 的 容易 な

　 もの で あ るが、 産 地 が 独 自の デ ー タ を整 理 す るた め には相 当 簡 略化 し、 コス

　 トパ フ ォー マ ン ス を上 げ な け れば 実 際 的 で は な いだ ろ う。 技術 関連 情 報 の よ

　 うな ア ナ ログ情 報 は、 デ ー タ の特 性 と して 提 供形 態 ・質 ・量 にバ ラ ツキ が あ

　 り、 潜 在 情 報 が 多 い ことか ら も収 集 ・整 理 に膨大 な労 力 を必要 とし、 そ の割

　 に利 用 効 率 は 芳 し くな い。 ま た、 この労 力 は デ ー タ提 供側 か利 用 者 側 か い ず

　 .れか が 負担 せ ね ば な らな い。 さ ら に、 ハ ー ドウ ェア、 ソフ トウ ェ アに つ い て

　 も、 技 術的 に未 開 発 な面 が 多 い。

　 　 以 上 の点 を考 察 す る時、 産 地 で の整 備 ・利 用 面 にお け る全 国 的 デ一 夕ベ ー

　 ス の利 用促 進 が 産 地 の課 題 とな ろ う。

(3)今 回 の産 地 情 報 パ イ ロ ッ トシ ス テ ム で考 察 した よ うに産 地 の情 報 基 盤 整 備

　 の た め に は、大型 コンピュータによる産地サ テ ラ イ トデ ー タベ ー スの構 想 の実 現 と

　 とも に産 地 内各 企 業 にお け るマ イ ク ロコ ン ピュー タ の利 用促 進 に よ るデ ー タ

　 整 備 、 利 用 が不 可 欠 とな って くる。一 方 、 産地 にお け るデ ー タ整 備 につ い て

　 考 え る と、 マイ コ ン等 の ハー ド面 が 充実 し て も ソ フ トウ ェアや デ ー タ の標 準

　 化 が促 進 され な け れ ば単 に一企 業 の情 報処 理 速 度 が 上 昇す るだ け で結 果 的 に

　 は 電 卓 の延長 に と どま って しまい、 デ ー タ ネ ッ トワー クの必 要 性 が発 生 した

　 際 混 乱 が 生 ず る懸 念 が多 分 にあ る。 以 上 の こ とか ら、 今 後 今 回 の 研 究 の よ う

　 にデ ー タ や ソフ トウ ェアの 標 準化 が で き うる範 囲 とそ の 限界 を明確 に し、 標

　 準化 の指針 とな る よ うな 研 究 を各 情 報 分野 別 に実 施 す る必 要 が あ る と考 え ら

　 れ る。 こ うした各 分野別 の標 準化 は 、 一 方 で産 地 の情 報 基 盤 整備 の 機運 の盛

　 り上 りを促 進 す る こ とに もつ な が り、 同 時 に また 体 系的 な 情 報 ネ ッ トワー ク

　体 制 の基 盤確 立 が可 能 とな ろ う。
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2.5　 流通 シ ス テ ム 化 に関 す る地 域 情 報調査(九 州地域委員会)

2.5.1　 調査 研 究 の概 要

　生産部門 に比較 して立 ち遅れ が指摘 されてい る流通部門の近代化・ システム

化は現在の重 要な政策課題 の1つ であ る。

　現在、流通部 門においては、 ①国際競争力強化のため の生産 性向上 の促 進、

②需要 と供給を適合 させ るための情報把握体制の整備、③流通 活動機能の高度

化、④労働力不足、 ⑤流通経 路の簡素化等 の諸課 題が山積 してい るが、 九州地

域 においては、 これ らの課題の他 に取 引流通 面におけ る集中豪 雨的 な大型店の

出店 申請、物的流通面 における省エネルギー等 が加わ り、産業経 済上 における

当面 の重要課 題のlbと なっている。 このよ うな課題 を解 消す るためにはs単

に企業 内レベル におけ る近代 化、効 率化 にとどまらず流通 に携 わる多数の企業、

事業 所間の取引流通、物 的流通等を適切 に連動 させ、 流通機能全体 の高度化 と

生産性 の向上 を図 る流通 の近代化、 システム化 を促進す る必要があ る。

　 55年 度 に お い ては 、 地 方 自治 体 、商 工 会 議 所 ・商工 会 、 流通 業界 そ れ ぞれ

の立 場 にお け るデ ー タ の利 用 ・加 工 状 況 とデ ー タ利 用 ・加 工 上 の問 題点 等 を把

握す ることを目的 とした、 「流通 シ ス テ ム化 に関 す る地 域 情 報 活 用 状 況 実態調査」

を実 施す る一 方 、 流通 関 連 の基本 デ ー タ を利 用 し、　 「福 岡都 市 圏 の商 圏 お よび

売 場 面積 の予 測」 等 事 例 研 究 を行 った。

　 その 結果 、 デ ー タ利 用 状 況 につ い ては、2機 関以 上 共 通 に利 用 して い る統計

と して、 ①商 業 統計 、 ② 住 民基 本 台 帳 、 ③ 国勢 調 査 、 ④ 人 口動 態 統計 が 明 らか

にな ったが 、 な か で も、 商 業 統 計 が も っ と も多 く利 用 され て い る に もか か わ ら

ず、 デ ー タ利 用 上 の問 題 点 と して、 そ の 「入手 先、 入手 方法 が わ か らな い」 と

い う回 答 が商 工 会 議 所 ・商 工 会(16.9%)、 流通 業 界(14.　 3%)に 多 くみ

ら れ たo

　 また、 デ ー タ 加工 状 況 につ いて は、 ① 商 業 人 口、 ② 大 型 店 占有 率、 ③ 売 場面

積1㎡ 当 り支 持 人 口 を始 め、9つ の 加工 デ ー タが70%以 上 の利 用 度 を示 した。
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　 そ の反 面、 「デー タ加工 の専 門 担 当者 がい な い」(44.6%)、 「コ ン ピ ュ

ー タ の利 用 が困難 」(19.2%)が デ ー タ 加工 上 の 問題 点 と して指 摘 さ れ、 デ

ー タ加 工 が 自然 発 生的 な取 り組 み の域 を脱 して い ない こと が明 らか に な った。

　 56年 度 においては、前年度 に実施 した 「流通システム化 に関す る地 域情報

活用状況実態調査」及び 「福岡都 市圏 の商 圏お よび売場面積 の予測」 等の結果

を踏 まえ、地域 の流通 に関す る課 題 に即応 で きる ような 「情報 の体系化」 と

「情報 の円滑な流通」 を図 る ことを目的 とした 「流通情報パ イ ロットシステム」

の開発 を行 った。

2.5.2　 流 通 情 報 パ イ ロ ッ トシ ス テ ム

●

(1)シ ス テ ム開 発 の範 囲

　　 55年 度 に実施 した 「流通 システム化 に関す る地域情報活用状況 実態調査」

　 結果か ら、主 要データ項 目と指標等 の加工結果 を組合せ て利用状況 を表わ し

　 た ものが表2-1で ある。 この中か ら、 今回は、①2機 関以上 で共通 に利用

　 してい るデー タ、②加工デー タを作成時 に利用す るデー タの うち、 入手 が可

　 能 とな ったデー タの蓄積 を行 い、昨年度 の調査 で70%以 上 の利 用度を示 し

　 た9つ の指標 に関 して利用 加工 システムを開発す ることとした。蓄積デー タ

　 の範 囲は以 下の とお りである。

　 1)蓄 積 データ

　　 イ、 商業 統計

　　 ロ、国勢調査

　　 ハ、住民基本台帳

　　 二、 家計調査年報

　　 ホ、県 民所得統計年報

　　 へ、 第一種大規模 小売店舗 の概 要

　　 ト、第二 種大規模 小売店舗の概 要



1

ぱ

ー
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;容
場度

1持
㎡ 商
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り 人
支 ロ

影
●
度指

標

合 計
地　方

自治体

商　工
金扇所
商工会

魂　通

票　界

1 規模別高店数(小 売業)産 渠分類別 南 桑 統 計 7 3 2 2

2 従奏者敬　　 (小 売業).　 〃 南 桑 統 計 6 3 2 1　.
O

3 年間販売額　 (小売業)　 " 商 業 統 計 6 2 2 2 ○ O ○ 　Oも O Q O O O O
4 世帯敬 住民基本台帳 6 3 1 2

5 売場面積　　(小 売業)産 案分類別 商 業 統 計 5 1 2 2 ○ O ○ O ○ ○ o ○ ○
6 年齢別 ・男女別人ロ 国 勢 ■ 査 5 3 0　　 ㌧ 2

7 世帯種類別・世帯人員別世帯紋及び世帯
人員 国 勢 掲 査 4 2 0 2

8 人ロ増加敬 人ロ動態統計 4 3 1 0

9 男女別人ロ 住民基本台帳 3 1 0 2 O o ○ O O
90
○ O O O …9

10 部市階級地方別1世 帯当り消費支出 家計■査年報 2 0 0 2 ○ O O o O o

11 県庁所在部市別1世 帯当り消費支出 家計調査年報 2 0 0 2 o
■

o o ○ d
'O

12 規模別商店敏(卸 売業)産 案分類別 商 業 統 計 2 ' 1 0

13 従粟者数　　(卸 売莱)　 　 η 商 栗 統 計 2 1 1 0

'4 年間販売額　(卸 売寮)　 　 ● 南 桑 統 計 2 1 1 0

15 転入・転出 住民基本台帳 1 1 0 0
、

16 部市階級地方別1世 帯当り　年間品目別
支出金額、購入数量、平均価格 家計■査年報 1 0 0 1

17 県庁所在都市別1世 帯当り　年間品目別
支出金額、購入数量、平均価格 家計日査年報 1 0 0 1

18 産業別純生産(県 民所得の分配'・支出) 県 民 所 得 1 1 0 0 o '

19 産莱別純生産 市町村民所得 1 1 0 0

20 市町村民所得の分配 市町村民所得 1 1 0 0

21 商品手持額　 (卸売領)良 薬分類別 高 察 統 計 1 0 1 0

22 売場面積　 　(卸 売額)　 " 両 案 統 計 1 0 1 0

23 商品手持額　(小 売鎮)　 　 " 商 婁 統 計 1 0 0 1
■」

24 規模別商店数(飲 食店)　 　 η 面 繋 統 計 1 0 1 0

25 従業者紋　　(飲 食店)　 " 商 案 統 計 ' 0 1 0

蚕は今回蓄積データ、◎ ま今回開発利用システム

● ● ● ●
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28 地域別・商品別販売額(百 貨店) 南桑動態統計 1 0 0 1

29 国道'県 道 ・市道の状況 . 道路統計年報 1 1 0 0

30 駐車場数 一 1 1 0 0

31 自然動態 人口動態統 計 1 1 0 0 O

32 社会動態 人口動態統 計 1 1 0 o
1

33 品目別消費者物価指数 消費者物価指数 1 0 0 1

34 第一■店■の店舗面積 第一種大規模小売
店鯖の概要

O O
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o ○
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　 2)利 用 シ ス テ ム

　 　 イ、 商 業 統計 デ ー タ の検 索、 売 場 効 率 、 従 業者1人 当 り販 売額

　 　 ロ、 類 似 都 市 比較 指標 、 占有 率 指標

　 　 ハ、 将 来 性 指標 、 便 宜 性 指 標 、 人 口1人 当 り購 入 額

　 　 二、 影 響度 指標

(2)　 シ ス テ ムの概 要

　 　 流 通 情 報 パ イ ロ ッ トシス テ ムの 全 体 像 は、図2-9の とお りで ある。デ 一 夕ベ

　 ー スは、DBCC、 　 DBCI、 　 DBHFの3つ か ら形 成 さ れ て お り、 それ ぞ

　 れDBCCは 、 商業 統 計 デ ー タ を蓄 積 し、　 DBCIは 、 類 似 都 市比 較 指標 及

　び 占有 率 指標 と将 来 性 を 求 め るデ ー タを 蓄積 し、DBHFは 、 ハ フ モデ ル に

　 　 　 　 　 　 　 　 ロ　　ぶ

　 よ る影 響度 指標 を求 め るデ ー タを 蓄 積 した もの で あ る。

　 　 また、TSS端 末 機 か ら会 話 モ ー ドで、 デ ー タベ ー ス 中の 必 要 な デー タ を

　 検 索 し、 加工 デ ー タを 出力 させ る プ ログ ラ ム と して、 次 の もの が 開発 され た。

　 ①DBCCに 関 し て

　 　 　 　 CENSUS… … … 商業 統計 デ ー タ の検 索 及 び 売場 効 率 、 従 業 員1人

　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 当 りの販 売 額 の算 定 を行 う。

　 ②DBCIに 関 し て

　 　 　 　 RUIJI　 　 　 　 類 似 都 市 比 較 指標 、 占有 率 指標 、1nd当 り支 持 人

　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 口 の算 出

　 　 　 　 FUTURE… … …将 来 性 指 標 、 便 宜性 指標 、 人 口1人 当 り購 入額 の

　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 算 出

　 ③ 　 DBHF

　 　 　 　 HUFFIN… … … 影 響度 指標 算 出 のた め の デー タ入 力

　 　 　 　 HUFFOUT… … 影 響度 指標 の算 出

　 　 こ の中 か ら具 体的 にCENSUSを 利 用 し て、 デ ー タベ ー スDBCC(商

　 業 統 計 デ ー タ)を 検 索す る操 作 例 を示 す とプ ログ ラ ムフ ロー は 図2-10、

　 実 行 例 は、 表2-2の と お りで あ る。
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図2-9　 流 通 情 報 パ イ ロ ッ トシ5テ ム の 全 体 像



は　　じ　 め

CENSUSを

始 動 せ しめる

必 要 な 資 料 の コ
ー ドを 入 力 す る

資料 の作 成案
件 を入力する

CENSUSが

稼 動 し、 デー タ

処 理 をす る

資料 の印刷

TSS端 末 か ら、　EXEC　 CENSUSを 入 力

す る と会話 型 の プ ロ グラムCENSUSが 始動

す る。

1=都 市 別 リス ト(年 次 と業 種 を指定)

2=業 種 別 リス ト(年 次 と都 市 を 指定)

3=合 計 リス ト　 (年 次 と合 計 す る ものを 指

　 　 　 　 　 　 　 　 定)

4=年 次 別 リス ト(都 市 と業 種 を 指定)

〔1の 場 合 〕

　 ・都 市 コー ド(5桁)を 入 力。

　 ・年 次(2桁)を 入 力。

　 ・ 「デ ー タは 全 部 必 要 か ど うか」。1を 入 力す

　 れ ぱ全 部 の業 種 別 デー タ が 出 力 され る。0

　 を 入 力す れば 、 産 業 分 類 コー ドを入 れ れ ば、

　 そ の 分 だ け の リス トが 出 力 され る。

〔2の 場 合 〕

　 ・産 業分 類 コー ド(3桁)を 入 力。

　 ・年 次(2桁)を 入 力。

　 ・ 「デ ー タ は全 部 必要 か ど うか」。1を 入 力 す

　 れ ば 全 部 の都 市 別 デー タが 出 力 され る。0

　 を入 力 す れ ば 、 都 市別 コー ドを 入 れ れば 、

　 　そ の 分だ け の リス トが 出 力 され る。

図2-10　 商 業統 計 検 索 プ ログ ラ ム フ ロー(CENSUS利 用)
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　 　 なお、 実行 処 理 中 障 害 が発 生 した場 合 の回 復 プ ログ ラ ム として、DBCC

　 LOCK、 　 DBCI17、 　 DBHF17の3つ が作 成 され、 この障 害 回復 プ

　 ログ ラ ムはTSS端 末 か らパ ッチ で処 理 す る。

(3)蓄 積 デ ー タ の 入手

　 　 当 流 通 パ イ ロ ッ トシ ス テ ム の蓄 積 デ ー タ の詳 細 は 、 表2-3の とお りで あ

　 るo

　 　 デ ー タ入 手 に つ い ては、 ネ ッ トワー ク に よ り、 磁 気 テー プで 入手 す る こ と

　 を 目標 と した が、 商 業 統計 に つ い ては、 通 商 産 業 省 か ら磁 気 テ ー プ で入手 し

　 た。 そ の他 は、 報 告 書 等 の 資料 を入手 し、 必 要 デ ー タ のパ ンチ を行 い、 入 力

　、したo

　 　 今 後 は、 で き る限 り磁気 テ ー プ等、 コンピュータ可 読 媒体 で、 デ ー タ の入 手

　 が で き るよ うに、 関 係 各機 関 との 交 渉 を継 続 す る必 要 があ る。

2.　5.　5『 シス テ ム の評 価

　 従 来 、 地方 自治 体 、 商 工 会 議 所 ・商工 会 、 流通 業 界 が 、 そ れ ぞれ 独 自に、 流

通 シ ステ ム 化 を促 進 す るた め の デー タ収 集 ・加 工 を行 って きて い る が、今 回 の

パ イ ロ ッ トシ ス テ ム の 本格 的 運 用 に よ り、 期 待 され る効 果 と して、

　 ① デ ー タ の重 複 収集 、管 理 を排 除(デ ー タ収 集 、 管 理 の一 元 化)す るこ とに

　 　 よ る経 費 の節 減

　 ② デ ー ター 元 管 理 に よる情報 の 体系 的整 備

　 ③ 同 一 デ ー タ、 同 一 加 工手 法 に よ る加 工 デー タ の客 観 性 の確 保

　 ④ 新 規 デ ー タ 及 び 加 工 手 法(従 来 未 利 用)の 利 用 が可 能

　 ⑤ 迅 速 な各 種 サ ー ビス の享 受

等 が考 え られ る。

　 しか し、 この期 待 され る効 果 も次 の諸点 を抜 き に して は 考 え られ ない 。

　 ① 　 デ ー タ の拡 充 、 更 新

　 　 　 今 後、 蓄積 デ ー タ の対 象 地 域、 対 象年 次、 対 象デ ー タ の拡 充及 びデ ー タ
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表2-3　 デー タ整備 の 範 囲 と量

資　　　料　　　名 デ　　　ー　　 タ　　 名 収録年 次 対 象 地 域 入 力媒 体 備　　　　考

商　　　業　　　統　　　計 規模別商店数(小 売業、卸売業、産業分類別

従 業 者 数(　 　　　 〃　　　　 )

年 間 販 売額(　 　　　 〃　　　　 )

売場 面積(　 　 :　 　 )

商 品手 持 額(　 　　　 〃　　　　　)

51、54年

　 　 〃

　 　 〃

　 　 〃

　 〃

九州管内全市町村

　 　 〃

　 　 〃

　 　 〃

　 　 〃

磁 気 テ ー プ

　 　 〃

　 　 〃

　 　 〃

　 　 〃

通商産業省より入手

国　　　勢　　　調　　　査 年　齢　別　 ・　 男　女　別　人　ロ

世帯種類 ・世帯人員別世帯数及び世帯人員

50年

〃

九州管内

　 〃

磁 気 テ ー プ

　 　 〃

住　 民　基　本　台　 帳 世　　　　　　　帯　　　　　　　数

男　　　女　　　別　'　 人　　　口

54年

〃

九州管内

　 〃

磁 気 テ ー プ

　 　 〃

家　計　 調　査　年　 報 県庁所在都市別1世 帯当 り消費支 出
　 　 　 　 　 　 一

都市階級地方別1世 帯当 り消費支 出

54、55年

　 〃

九州管内調査地点

　 　 〃

磁 気 テ ー プ

　 　 〃

県　　　民　　　所　　　得 産業別純生産(県 民所得の分配 ・支出) 54、55年 九州各県 磁 気 テ ー プ

第一種大規模小売店舗の概要 第 一 種 店 舗　の　店 舗 面 積 55年 九州管内 磁 気 テ ー プ

第二種大規模小売店舗の概要 第 二 種 店 舗　の　店 舗　面 積 55年 九州管内 磁 気 テ ー プ

商 業 近 代 化 地 域 計 画 時　　　　 間　　　　 距　　　　 離 53年 大牟田市 磁 気 テ ー プ



　 の更 新 を迅 速 か つ効 率 的 に行 う必 要 が あ る。 この た め、 デ ー タ保 有 機 関 と

　 適 宜 デ ー タ 入手 交 渉 を行 うとと もに、 安 定 的 な収 集 を行 うた め の情 報 収集

　 体制 を確 立 す る必 要 が あ る。

　　 また、 利 用 者 の デー タ ・ニー ズ も適 宜 把 握 す る必 要 が あ る。

② 利 用 シ ス テ ム の拡 充

　　 今後 、 未 開 発 の デー タ 加工 手 法 の開 発 及 び 地 域 の課 題 に即 応 したデ ー タ

　加 工 手 法 の研 究 、 開発 を図 る必 要 が あ る。

③ 提 供 サ ー ビス の拡 充

　　 当初 は 、 メ ー ル 、 窓 口処 理 で十 分 であ るが、 現 場 性、 即 時性 とい う観 点

　 か ら電 話 及 び フ ァク シ ミ リ ィに よる提供 へ 拡 大 す る必 要 が あ る。

　　 また 、 デ ー タ 、'加工 デ ー タ の所 在 等 ク リア リン グ情報 のサ ー ビス も行 う

　必 要 があ る。

2.5.4　 今 後 の 課 題

　 今 後 シ ステ ムを 本 格 的 に運用 し、 流通 シ ス テ ム化 の一 助 と して機 能 させ る に

は、　 「流 通 情 報 セ ン タ ー(仮 称)」 を設 置 し、 安 定 的 入手 ル ー トの確 立 に よ

るデー タ の拡 充 ・更新及び情報分析 ・加 工 ノ ウハ ウの 蓄 積 に よ る利 用 シス テ ム の

拡 充、 ク リア リング 情 報 を 含 め た 提 供 サ ー ビスの充 実 等 の 体制 整 備 を図 る必

要 が あ る。 図2-11に 流通 情 報 セ ンター の形 態 を描 い て み た。 また対 外 的 に

は 蓄積 情 報 の 内容 充実 のた め、 特 に官庁 統計 に対 して 「公 表 が 遅 い」　「欲 しい

デ ー タ が公 表 され て い な い」 等 、 現行 制 度 上 の問 題 点 が あ るの で、 これ ら問 題

の解 決 を図 る よ う関 係機 関 に働 きか け る必 要 が あ る。
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　 2.4　 地 域 経 済 情 報 ネ ッ トワ ー ク形 成 に 関 す る 調 査(関 信 越 ・

　　　 東 北 地 域 委 員 会)

2.4.1　 調査研究の概要

　 「地 域経済情報 ネ ッ トワー ク」 を形成す るための課 題 として55年 度の調査

研究 の結果 では、

① 利用 したい情報 の所在、 内容い入手方法 等、情報への アプロー チ方法が整

　 っていないo

② 　情 報 の共 通 利 用 に関 す る技 術 、 制 度 等 の体 制 が 整 っ てい な い。

等 が あげ られ てお り、 これ を解 決 す るた め の一 つの 方 法 と して ク リア リン グ機

能 の形 成 が必 要 で あ る との結 論 を得 た。 そ こで今 年度 は ク リア リング機 能 分 析、

ク リア リング機 能 の一 部 で あ る 「レフ ァ レ ンスサ ー ビス」 に関す る地 域 機 関 の

意 識 調 査 を行 い、 それ を も とに レフ ァレ ンスサ ー ビス実 現 のた め の 基本 構 想、

及 び構 想実 現 のた め の課 題 を 明 ら か に した。

2.4.2　 ク リア リン グ機 能 分 析 及 ぴ レフ ァ レン スサ ー ビス

(1)ク リア リン グ機 能 分析

　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　情 報 ネ ッ トワー ク

　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 ク リア リン グ機 能

　 　 　　 　 　 　 　 利 一一 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 情

　　　　　　　　　用 　 　 情報の収集・管理 　 　 翼

　　　　　　　　　者　 　 [検 索 機 能]　 　 警
　　　　　　　　　　　　　　　　情 報 提 供 機 能

　　　　　　　　　　　　　　　　サ ポ ー ト機 能

図2-12　 ク リア リング機 能

　 　 　 一46一
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　 ク リア リン グ機 能 は、 図2-12の よ うに幾 つ か のサ ブ機能 か ら構 成 され

るが 、 主 な機 能 と して 次 の よ うな ものが考 え られ る。

① 　情 報 の収 集 ・管 理 機 能 … …一 次 情 報 の収 集 ・保 管、 二 次 情 報 の作 成 ・保

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　管 を行 う機能

②　検　索　機　能

③ 情報提供機 能

④ サ ポ ー ト機 能

　 これ らサ ブ機能 の実 現 方法 に よって 、

態 が 考 え られ る。

ケ ー ス1　 所 在 源 情報 提 供

　 統計 情 報 の表現 等 に よ って、 そ の情報 を持 つ組 織 体 の名 称 、 所 在 地 を知 ら

せ る もの で、 一 次 情 報 は ネ ッ トワー ク を通 じて別 途入 手 す る方 法 。

利用者か らの問合せ に対 して、 情報 の所在、

内容等を回答す る機能

利用者か らの要求 に応 じて、 一次情報 を提供

する機能

情報 の利用方法、技術等 に関す る助言 を行 う

機能

　　　　ク リア リング機能 には次の よ うな形

利

用

者

　 所在源情報機能

二次情報の収集 ・管理

　 検 　索　機　能

情報提供機能

図2-13　 所在 源 情報 機 能

次

情

報



ケース2　 レファレンスサー ビス

　 必要 とす る情報 の名称 ・所在だけでな く情報 の項 目、客体、 分野等概要 につ

いても検索サー ビスす る もので、1の 所在源情報提供機能 を包含す るが一次情

報 につ いては別 途入手 す る方法。

　　　　　　　　　　　 　レファレンスサー ビス機能

　　　　　　　　　　　 　 二 次情報収集 ・管理機能
　　　　 利

　　　　用　 　 (情報の肛 を含む)　 　 次　　　　

者　 　 検 索 機 能　 　 纂
　　　　　　　　　　　 　 (情 報 の概 要等 を含む)

　　　　　　　　　　　 　 情 報 提 供 機 能

　　　　　　　　　図2-14　 レフ ァレンスサー ビス機能

ケース5　 ク リア リン グ

　　 1・2の 機 能 に減 て・一 次情報 の提供 まで鎚 す るものであ る・

　　　　　　　　　　　 　　　ク リア リング機能

　　　　　　　　　　　 　一 次情報 の収集 ・管理機能　　　　 利

　　　　用 　 　 二次情報の収集・管理機能 　 ‖
　　　　 者 　　 　　 　　 　　 　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 報　　　　　　　　　　　 　　 検 　

索　 機 　 能

　　　　　　　　　　　 　　　情 報 提 供 機 能

　　　　　　　　　　 図2-15　 ・ク リア リン グ機能

　　　　　　　　　　　 　　　　　一48一
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　　 以 上3種 類 の ク リア リング機 能 をあ げ た が、 この うち最 も望 ま しい の は、

　 「ク リア リン グ」 まで行 う方 法 であ るが、 これ を実 現 す るた め には、 多 くの

　 制 度 的 課 題 の解 決 と多 大 な 投 資 が必 要 で あ るた め、 最 も実 現性 の困 難iな方法

　 で もあ る。

　　 実 現性 が最 も大 きい のは 「所 在 源 情 報 提 供」 で あ り、 各 機 関 で作 られ て

　 い る資料 目録 を集 大成 す る と とで あ る程 度 の効 果 が期待 で き る こ とに な る。

　 し か し利 用 者 は 必 要 とす る情 報 を 表題 か ら しか見 つ け るこ とが 出来 ず 不 便 で

　 あ るoこ の よ うな こ とか ら、 本 地 域 調査 にお い ては、 ク リア リン グ機 能 と し

　 て、 ケ ー ス2の 「レフ ア レ ンサ ー ビス 」機 能 を と りあ げ て調査 研 究 した。

(2)　 レ フ ァ レ ンスサ ー ビス

　　 レ フ ァ レ ンスサ ー ビス を行 うには 、 情 報の 収 集 ・加工、 検 索等 が 必 要 で あ

　 るo

　　 こ こでは 、 二 次 情 報 の検 索 サ ー ビス を行 うケ ー ス2を 対 象 どして い るの で、

　各 サ ブ機 能 の関 連 は 図2-16の よ うな も の と考 え られ る。

利

用

者

図2-16　 サ ブ 機 能 の 関 連 図

　 次に、各サ ブ機能の概 要を示す。

①　情報 の収集………各機関 によって作成 され た情報 の うち、名称、概 要、

　　　　　　　　　　 提供条 件等、検索 の対象 とな るデータを収集す る。

②　情報 の加工 ………① で収集 したデー タに分野名等の情報 を付加す るとと
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③

④

⑤

　 　 　 　 　 　 　 　 も に、 検 索 サ ー ビスの た め レフ ァ レン ス情 報 と しての

　 　 　 　 　 　 　 　様 式 に整 え る。

メ ンテ ナ ンス… …② の デー タ に よ り、 レフ ァ レン ス情 報 を更 新 す る。

レ フ ァ レン ス情 報 の保 管 … … 利 用 者 か ら の要 求 に応 じて、 い つ で も参 照

　 　 　 　 　 　 　 　で きる よ うに レフ ァ レ ン ス情 報 を保 管 して お く機 能 。

検 索 　 利 用 者 か ら の要 求 に よ り、 保 管 され た レフ ァ レ ンス情

　 　 　 　 　 　 　 　報 の 中か ら必 要 とす る情 報 を選 択 し、 利 用 者 に提 供 す

　 　 　 　 　 　 　 　 るo

　 レフ ァレンスサー ビスの対 象とな るレファ レンス情報 の内容は 次の よ うな

、ものが考 え られ る。

① 　統 計 名 、 概 要

② 　業 　 　務 　 　名

③ 　作 成 ・機 関 名

④ 　分　 　 　 　 　野

⑤ 作成 ・調査 周期

⑥ 　客 体 ・ 属 性

⑦ 　収 　納 　期 　間
　 　 　 　 　 　 　 　 　 1

⑧ 　項 　 　目　 　 名

⑨ 　刊 　行 　物 　名

⑩ 提 供 条 件

⑪ ドキ ュメ ン ト名

⑫ 　デ 　 ー 　 タ　 量

⑬ フ ァ イ ル 形 式 、名 称(OS.　 FORMAT,Code,dencity)

　 この うち① ～⑨ まで は一 般 の図 書 目録 な ど と同様 のデー タ で あ るが、 コ ン

ピュータ媒体 に よ るデ ー タ交 換 のた め追 加 す べ きデ ー タ と して⑩ ～ ⑬ まで の も

の が考 え られ る。

　 また、 デ ー タの 提供 方法 と して は、

一50一
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①　 情 報 カ ー　ド

② 　 目　 　 　 　 　 録

③ コンピュータ媒 体

④ マイク ロフイル ム

等 、様 々な ものが 考 え られ る。

　 今 後、 情 報 処 理 技 術 の善 友 等 を考 慮 す る と レフ ァ レンス情 報 として の原 デ

ー タは情 報 カー ドで作 成 保 管 し、 利 用 者 に対 す る情 報 提供 は コンピュータ媒 体

又 は コンピュータに よ る検 索サ ー ビス を考 え る とい う方 向が デー タ量 の増 大 等、

機 能 の拡 大 に 充分 対 応 で き る もの とな る。

2.4.5　 レフ ァ レン ス情 報 サ ー ビス に 関す る意識 の現 状

　 地域経済 の情報 ネ ットワー ク形成のためには各機関が独 自に作成 してい る情

報 を広 く利用者 に知 らせ るとともに、情報 を検索す る方法 を確立す ることが重

要な課題 とな ってい る。今年度は レファレンスサ ー ビスに関す る意識 調査 を実

施 し、

　①　資料探査 方法 の現状及 び利用上 の問題点

　 ② 　 地 域 に関す る、レフ ァ レ ンス情 報 サー ビス の現 状

　 ③ 　地域 に関す る レフ ァ レ ンス情報 サ ー ビス の在 り方

　 ④ 情報 ネ ッ トワー クサ ー ビス利用 状 況

等 を 明 らか に した。 調 査 対 象機 関 ・調 査 の回収 結 果 は 以 下 の とお りであ る。

調査対象機 関

〔関信越地域 〕

　　　首都 圏(東 京都、埼玉県、千葉県、神奈川県)の 都 県庁、市 ・区役所

　　　　　　商工会議所 ・商工会連合会等　 　　 　　 　161機 関

〔東 北 地 域 〕

　　　東北6県 の県 庁、市役所、商工会議所、銀行、電力会社等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 45機 関
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調査 の回収結果

対 象機 関数 回収機関数 回　 収　率
'

関信越 地域

東 北 地 域

161

45

]30

32(115)

80.7%

71.1%

合　　計 206 162 78.6%

(注)カ ッコ内の数 字は回収部 所数

　　　(東 北地域の場 合1機 関に複数部所 の回収が

　　　　あるため)

(1)　資料探査方法の現状

　　 地域 に関す る外部 資料を利 用す る場合 の資料 の探査方法 と しては、

　 ① 内部の経験者 に聞 き情報の所在 を確かめる(36%)

　 ② 概ね情報 の所在 は把 握 してお り特 に所在 を調べない(26%)

　 ③　 内部あ るいは外部情報 セ ンター の目録あるいは情報総 覧で知 らべ る

　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　(30%)

　 と回答 した機 関が多か った。

　　 地域 に関す る外部 資料利用上 の問題点 としては、

　 ① 資料を探す方法や資料 の所在がわか らない(29%)

　② 利用 目的 に適 合 しない(23%)

　③ 資料が公表 されていない(21%)

　④ 資料がない(13%)

　等が あげ られた。

　　以上 のことか ら、 資料 を探査す る方法 として現状では 目録や情報総覧 を見

　 るのではな く経験 者 に聞 くな ど経験 に頼 ってい る例が多い と言 え る。

(2)地 域 に関す るサー ビス機 関利用 の現状

　　機 関内部 に資料 セ ンター がある場合利用率は高いが外部 資料セ ンター の利

　用 については、

　① 手 元にある資料 で間 にあわせ る(37%)
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　 ② 目的 とす る 資料 が あ るか ない かわ か らな い(22%)

　 ③ 距 離 的 に資 料 セ ンター が離 れ て い る(12%)

　 ④ 資料 セ ンター でな く関係 機 関 に直 接 照会 してい る

　 ⑤ 資 料 セ ンター の 所在 が わか ら な い

　 等 の 理 由 で利用 率 は低 いo

　 　 また、 コ ン ピュー タ情 報 サ ー ビスを 行 って い る機 関 にお け る利 用 状 況 は 、

　 多 少 と も利 用 した こ との あ る機 関 と して は、NEEDS-TS(6件)、NEEDS

　 -AMD(5件)、JOIS(5件)、MARK皿(2件)、 ロ ッキ ー ドDIALOG

　 (1件)が あ げ られ てい るが、 全 体 と して知 名度 、 利用 度 は大 変 低 い 。

(3)地 域 に関 す る レフ ァ レ ンス情 報 サ ー ビス の在 り方

　 　 コ ンピ ュー タ利 用 に よ る レフ ァ レン ス情 報 サ ー ビス形 態の 在 り方 につ い て

　 は 、 次 の よ うな 意 見 が 出 され た。

　 ① 情 報 セ ンター で原 資 料 と資 料 目録 を集 中的 に収 集 し提 供す る。(59%)

　 ②　 情 報 セ ンタ ー で 資料 目録 だ け を収 集 提供 し、 原 資 料は そ れ ぞ れ の機 関 で

　 　 保持 提 供す る。(32%)

　③ 原 資料 、 資料 目録 と もにそ れ ぞ れ の機 関 が整備 、 保 管 し独 自に提 供 す る

　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 (6%)

　 　 レフ ァ レンス情 報 サ ー ビス機 能 の強 化 に つ い ては 、

　① 　 既 存組 織 の機 能 の充 実 を 図 るだ け で な く新 し く地 域情 報 に関 す るサ ー ビ

　 　 スセ ソター の設 立 が必 要 であ る。(48%)

　② 　 既 存組 織 の機 能 の拡 充 を図 る必 要が あ る。(45%)

　③ 既 存機 関 で充 分 であ る。(3%)

　 とな って お り、 新 し く地 域 情報 に関 す るサ ー ビス セ ンタ ー を設立 す るか否 か

　は別 と して も、 ほ とん ど の機 関 が既 存 の組 織 に不満 を持 ってい る。 また 地域

　別 にみ る と、① に つ い ては 関信 越45%に 対 し、 東 北50%、 ② に つ い ては

　関信 越49%に 対 し東 北41%と な って い る。

　 　こ の他、　 「既 存 の組 織 で あれ、 新 しい組 織 で あれ、 サー ビス セ ンタ ー の機
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　 能、 所 在 に つ い てPRが 必 要 で あ る」 とい う意 見 もあ る。

　 　 レフ ァ レ ンス ブ ック あ るいは コ ン ピ ュー タ を利 用 した情 報 サ ー ビス計 画 に

　 対 して は76%の 機 関 が 「必 要 な こ とであ る」 と答 え てい るが 情報 サ ー ビス

　 シ ス テ ムが作 成 され た場 合 の利 用 につ い ては 「利 用 す る可 能 性 は あ る」(69

　 %)、 　 「積 極 的 に利 用 した い」(14%)、 　 「わ か らな い」(11%)、

　 「あ ま り利 用 しな い」　「全然 利 用 し ない 」(7%)と 回答 し てお り、 情 報 サ

　 ー ビス シ ス テ ムの機 能 、 内容 の面 が不 明確 な た め 積 極 的利 用 の回 答 が少 なか

　 ったo

(4)　 ま　 と　 め

　 　 レフ ァ レ ンスサ ー ビス に関す る意 識 調査 の 結 果 か ら、 資料 探査 の現 状 が 明

　 らか に され た。

　 　 まず 、 現 在 資料 探 査 につ い ては、 目録 や 情 報 総 覧 を利 用 す る方 法 よ りも内

　 部 の経 験 者 に聞 く方 法 が多 い こ と。 資料 を探 す 方法 や 資料 の所 在 がわ か らな

　 い こ と。 資料 セ ンター を利 用 しな い理 由は、 手 元 に あ る資 料 で 間 にあ わせ る。

　 目的 とす る資料 が あ るか な い か わ か らな いた め であ る。 今後 地 域情報 の流通

　 促 進 のた め には、 レフ ァ レン ス ブ ックの作 成 お よ び情 報 サ ー ビス シ ス テ ム の

　 構 築 が 必 要 で あ る こ と。 レフ ァレ ンス ブ ック及 び情 報 サ ー ビスシ ス テ ム につ

　 い て の 関 心 は か な りの機 関 で持 って い て ニー ズ もあ るこ とな どで あ る。

　 　 また、 地 域 に関 す る レフ ァ レンス 情 報サ ー ビス を行 ってい くにあた り、 い

　 くつ か の問 題 点 が あげ られ た。

　 　 第1に は情 報 セ ンター の 内容(体 制 、資 料 の メ ンテ ナ ンス 方法 及 び 期 間 、

　 情 報 内容 の 地域 区分 等)に つい て十 分 な検 討 が必 要 で あ る。

　 　 た とえば 体 制 につ い て み れ ば 「情 報 セ ンタ ー が 原 資料 を提 供 しな い」 場 合 、

　 原 資料 保 持 者 に手 間 ・労 力が か か り、 また利 用者 側 も即 時 に 資料 が手 に 入 ら

　 な い とい う難 点 が あ る。 「情報 セ ン タ ーが 原 資 料 を提供 す る」 と した場 合、

　 原 資料 を保 管 、 管 理 す る こ とは原 資料 が膨 大 す ぎ る し、 万 が一 の こ とを考 え

　 る と分散 し てお くこ と も必 要 と考 え られ る。 「原 資料 、 目録 と もそれ ぞ れ の
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　機 関 で提 供 す る」 こ とにつ い て は、 保持 者 に手 間 ・労力がかか り、 また 利 用 者

　側 に とって ど こ に必 要 とす る情 報 が あ る のか がわ か りに くい。 どの方 法 を と

　 って も短所 が あ り、 方法 を決 定 す るに 当 っ ては十 分 な検討 を 必要 とす る。

　　 第2に は 資 料 を収集 す る場合 に もプ ラ イバ シ ー の問 題、 情報 公 開 問題 と色

　 々な問 題 点 が あ る。 また、 利 用 目的 に適 合 した精 度 の高 い デ ー タ を収 集、 提

　供 す る為 には ど の よ うにす れば よい か の 問題 もあ る。

　　 第3に は 原 資 料 の保持 、 提供 に あた って の責任 問 題 が あげ られ る。 これ ら

　 の点 を今 後 十 分 検 討 す る必 要 が あ る。

2.4.4　 地域 情 報 ネ ッ トワ ー クの 在 り方

(1)　 レ フ ァ レ ンスサ ー ビス の基 本 機能

　　 今 回 の 「レフ ァ レ ンス情 報 に関 す る意 識調 査 」 の結 果、 情報 の一 括管 理 に

　 対す る要望が強い こと、 レファレンス情報は出来 るだけ広範囲にわた って収集 されて

　 い る事 が望 ま レい こと等が明 らか にな った。また、一 次情報 につ い ては デ ー タ

　 が大 量 な為 、 保 守 の容易 性 ・正 確 性 ・迅 速 性 か ら情 報 の発 生機 関 にお け る情

　 報 の維 持管 理 が 適 当 と考 え る。 以 上 の こ とか ら当 地 域 の ネ ッ トワー ク構想 は 、

　 図2-17の よ うに レ フ ァレ ンス情 報 に つ い ては 「地 域経 済 情 報 サ ー ビスセ ン

　 ター(仮 称)」 に 集 め、 一 次情 報 につ い て は必 要 な 時 オ フ ライ ンで デ ー タ を入

　 手 す る分 散 型 ネ ッ トワー ク の形 態 が適 当 と考 え られ る。

　　 具 体的 には レフ ァ レ ンス情 報 につ いて 案 内す るサ ー ビ スセ ンター の 設置 及

　 び レフ ァ レ ンス情 報 シ ス テ ム の開発 が必 要 に な る。

　　 サ ー ビス セ ン タ ー を設 置 した 場 合、 次 の よ うな情 報 活動 を行 う。

　 ① 　 国 ・地 方公 共 団 体、 金融 機 関及 び 関係機 関、 団 体等 が 作 成 す る地 域 経済

　　 情 報 の レフ ァ レ ンス 情 報 を収 集 し、分 類 ・整 理 を 行 う。

　 ② 　収 集 ・整 理 した 情 報 を コンピュータ に登 録(あ るい は 更新)し 地域 機 関か

　　 ら の問 い合 せ に応 じ て情 報 の検 索 サ ー ビス を行 う。

　　 また、 サ ー ビス セ ンタ ー の利 用 機 関 は 次 の よ うな役割 を担 う。
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(二 次情報についての外部管理サービス)
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図2-17　 地 域 経 済 情 報 ネ ッ トワー ク構想 図
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　 ① 自機 関 の レ フ ァ レ ンス情 報 を定 型様 式 に よ り定 期 的 にサ ー ビスセ ン ター

　 　 に送 る。

　 ② サー ビスセ ンタ ー の レフ ァレ ンス情 報 を利 用 で きる。

　 　 一 方、 地 域 経済 レフ ァ レン ス情 報サ ー ビス のた め には、 サ ー ビスセ ンター

　 の 設置 と と もにサ ー ビス のた め の シ ステ ム開 発 が 必 要で あ る。

　 　 シ ス テ ム の機 能 とし ては デ ー タ の蓄 積 と検 索 が あ る。 蓄積 に つい ては 校正

　 処 理等 を除 きバ ッチ 処 理 が よ り効 果 的 と思 わ れ る。 検 索 につ い ては 試 行 錯誤

　 的 な処 理 が とれ るオ ンライ ン会 話 型 の処 理 が 適 して い る と思 われ る。

(2)地 域情 報 ネ ッ トワー ク の現状

　 　 レフ ァ レ ンスサ ー ビス機 能 の 実 現 にあた っ て問題 とな る要 素は 何 か を 明 ら

　 か にす る 目的 で現 状 の地 域 情 報 ネ ッ トワー ク につ い て調 査 した結 果 、 次 の問

　 題 点 が指 摘 され た。

　 初 　 日本 にお け る主 とし て商業 ベ ー ス の情 報 ネ ッ トワー ク の現 状

　 　 ① 地 域経 済 に関 す る本 格 的 情 報 流通 は 「地 域 デー タ の整 備 が 不 十 分」、

　 　 　 「地 域 デ ー タ が無 い」　「情 報 収 集 がむ ず か しい」 「採算 が と りに くい」

　 　 　 等 の理 由か ら まだ少 な い。(「 地 域 的 公 共 デ ー タ流 通 の た め の研 究 調査」

　 　 　 53年 関西 情 報 セ ンタ ー よ り)

　 　 ② 商 業 ベ ー ス で地 域 情 報 に関 す るサー ビス体制 は若 干 あ るが、 「サ ー ビ

　 　 　 ス し てい る こと を知 らな い 」 「利 用 目的 に合 わ ない」　「利 用 料 金 が高 い」

　 　 　 「端 末機 がな い」 等 々 の理 由か ら利 用 率 は 低 い。(レ フ ァ レ ンス情 報 サ

　 　 　 ー ビス に関す る意 識 調 査 結 果 よ り)

　 　 ③ 地 域 情 報 に関 す る レフ ァ レン スサ ー ビスに つ い ては、 い くつ か の機 関

　 　 　 で試 み て い るが 実 現 化 し てい な い。

　 (ロ)行 政 機 関 にお け る情 報 ネ ッ トワー クの現 状

　 　 ① 行 政主 体 ベ ー ス の各 関 連 部 局 あ るいは 行 政機 関で の業 務 を通 じたデ ー

　 　 　 タ の流通 とい う点 では そ の具 体 例 は数 多 く存 在す る。

　 　 ② 指 定 統計 等 の うち 「全数 調査 」 に つい て は、 年 々都 道 府 県、 市 町 村 か
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図2-18　 レフ ァレ ンス情 報 シス テ ム の ソフ トウ ェア構 成
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　　 ら原デー タ再編加工利用の要望が増加 してお り、情報提供 の際 の使用上

　　 の制約、手続 きが問題 とな っている。

　 ③ デー タ提供者側 からの問題 として、統計情報 の磁気 テー プによる蓄積

　　 には多額 の経費が必要 である。また、提供す る場合 には提供磁気 テー プの

　　規格決定、 利用手引 きとな る明細書 の作成、 コー ドブックの作成等 の事

　　務的業務が随伴す る。

内　公共的機関 にお けるMT交 換 の現状

　　 (「 磁気テー プ交換状況調査」55年 当地域調査結果 よ り)

　① 限定 されたデータ のみの交換 を業務ベースで行 ってい るところが多 く、

　　 こ うしたデータは定型的、特殊 な ものであ る。

　② 各種統計、計 画策定基礎データ等 の ような横割 りデータの交換はほ と

　　 ん ど行われ ていない。

　③ 横割 りデータ提供 を困難 にしている原因 の1つ として、 統計 コー ドの

　　不整合等 データ整備上 の問題があ るo

表2-4　 公共的機関の磁気 テープ交換状況

交 換 機 関 名

国 と 県

県　 　　　と　　　 市

金 融機 関 と 金 融機 関

金融機関と新聞社 ・,交換所

団　　 体　　 と　　 国

団　 体　 と　 団　 体

金 融 機 関 と 協　会

デ タ 名
び　　　　　　　　　　　　ホ　　　　　　　　　　　　　　　 オ

道 路情 報、 人 口動 態調 査、 農林 セ ンサ ス
ホ

工業統計、国勢調査、 自治省統計

学校基本統計、 消防 々災行政 統計
ホホ

工業統計、町丁字別 人 口調査

企業財務 データ、帝国興信所企業情報

株式価格、手形 引、 日経 時価 テー プ

鉄鋼政 策情報、通関統計、 国際経済統計

自主統計、各国貿易統計、鉱工業生産指数

全国統計 マスター

・ 国 → 県 、 榊 県 → 市
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(3)地 域情報流通 のための課題

　　地域情報 ネ ッ トワー クの現状を調べ る中で地域情報 の流通 を促進す る うえ

　 での問題点が 明らか にな った。以下 それ ぞれの問題 について解決のための諸

　方策を検討 した。

　ω　地域情報の共通利用 基盤形成 のた めの諸方策

　　① 資料公開 の制度 化

　　　　情報公開 とプライバシーの保護 問題 については各地で討議 されてい る

　　　が、情報公開(統 計利 用 と秘密 保護)に 関 しては まず行政機関が先 に取

　　　 り組み、

　　　 ・国 と都道府県

　　　 ・都道府県 と市町村

　　　 ・個 人(法 人 を含む)と 国

　　　 ・個人 と地方 自治体(都 道府県 ・市町村)

　　　 とい う4つ の関係について検討 し制度 化す る必要が ある。

　　　　 また、今後 は地域 統計情報 をよ り整備 充実す るため に 「指定 統計」等

　　　 の 「目的外使用」 の条項 に対 し統計情報公 開の幅 をひろげ るよ う要求す

　　　 るこ とにな るだ ろ う。

　　 ②　利用 目的 に合致 した統計 情報 の整備

　　　　 主 に地方公共団体が作成、整備 している地方統計(独 自に行 ってい る

　　　 業務 統計 は もちろんのこ と省庁で実施す る指定統計 の地域別集計 につい

　　　 て も)を 、都道府県別、 あるいは市町村別 に見 る と次 のよ うな不整合が

　　　 み られ る。

　　　 ・統計 データ(テ ーマ)の 不揃 い… ……あ るテーマ に関 して調査集計 し

　　　　 ている機関、 していな い機関が存在す る。

　　　 ・統計表章地域 の不揃 い………統計 の集計地域区分あ るいは調査対象地

　　　　 域が不揃 いであ る。

　　　 ・表章区分(分 類 ・用語 等)の 不揃い…… 統計 による業 種分類基準の ちが
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　　　 い、 同 じ内容 を表 わす用語 の不揃 いがある。

　　 ・同一調査 におけ る時系的不整合(項 目がかわる。)

　　　 こ うした統計表章 の不整合は、地域間比較 とか県域を超えた ブロ ック

　　 別統計利用面か らは致命的 な欠陥 とな る。今回の調査 か らもこの問題点

　　 が浮 きぼ りにされた。 こ うした現状 に対処す るためには、⑤地域統計 と

　　 して整備すべ き統計項 目'、⑮ 表章形式、⑥分類基準概念等 の統一化、標

　　 準化が必要 とな る。

　 ③ レファレンス情報 の整備

　　　情報 の共通利用基盤形成 のため には どこにど ういった内容 の情報が あ

　　 るかを知 らせ るレフ ァレンス情報の整備 が重要であ る。 レフ ァレンス情

　　 報の整備 にあた っては、 まず レファ レンスす る項 目の選定 が重要 であ る。

　　　 さらには レファレンス情報 を容易 に繰 る為の索引の作成 である。 索引

　　 とする項 目の決定及び索引項 目に関す る分類表(コ ー ド)の 作成 、分類

　　基準 の設定等 には充分留意す る必要がある。

(ロ)　地域経済情報サー ビス体制 の確 立

　①　 「地域経 済情報サー ビスセ ンター(仮 称)」 の設置

　　　地域経済 レファレンス情報のサー ビスは コス ト的 な面 では採算 が とり

　　 に くい。 しか し今後 の企業活動、 地域行政 にとっては重 要な機能 であ る。

　　　従 って、国の よ うな指導的立場の機関がサー ビス体制確立 のため の

　　 「投資」 をし、 自ら積極的 に推進す ることが望 まれ る。

　　　 また、サー ビスセ ンター の設置 を既存組織の拡充強化の方向か ら考 え

　　 ると当面採算性 を目的 とせず活 動 出来 る機関 とい うことから公共的性格

　　 を もった機関に設置す ることが望 ましい。

　② 連絡会議の設置

　　　利用機関 の拡大 をはか り情報ネ ットワー クを促進 させ るために地域経

　　済情報セ ンター と利用地域機関を結ぶ 「連絡会 議」を設置 す る必要 があ

　　 るo

一61一



　 「連 絡 会 議 」 の対 象 機関 と して は 当面 「地 域 経 済 情 報 ネ ッ トワー ク形 成

調 査 研 究 委 員 会」 構成 機 関 とし将 来 は、 県 、 市 町 村 、商 工 会 議 所、 銀 行、

団 体等 を 対 象 に、 組織 の拡 充 強化 を 図 る。

　 「連絡 会 議 」 で は 、

　 ・レフ ァ レ ン ス情報 サ ー ビス を運 営 して い く上 で の資金 、 採算 性 問 題

　 ・レフ ァ レ ンス 情報 内容 の拡 充

　 ・利 用 機 関 の拡 大 の方 法

に つ い て 、 具 体 的 に討 議 す る と と も に将 来 にむ け て、 一 次情 報 ネ ッ トワー

ク促 進 の た めの 方 策 に つ いて も併 せ て検 討 す る。

　 さ ら に、 既 存 の情報 セ ンタ ー(中 小企 業 情 報 セ ンター、 県立 図 書 館 等)

と相 互 に連 絡 を と り合 い、 協 力 体 制 を固 め る必 要 が あ る。

レ/フ ァ レ ン ス

情報入手協力

　　　　 提供…作成 部門
　　　　 利用…全 ての部

　　　　　　　 門提供・利用
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図2-19　 地 域経済情報流通 の構図
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2.4.5ま と め

　本 調 査 は 関信 越 ・東 北 地 域 にお け る地 域 経 済情 報 流 通 を促 進 す るた め に、 流

通 状況 の 把握 、 問 題 点 の分 析 を し、 当面 の課 題 を 明 らか にす る こ とを 目的 と し

て54年 度 か ら進 め られ て きた。

　 情報 流通 のた め の 基本 原 則 は、 ①利 用 者 の ニーズ が あ る こ と、 ② 情 報 保 持老

の提 供 が可 能 で あ る事 で あ り、 この2条 件 が 満 たされて初 めて、いか に容 易 に迅

速 に安 価 にそ の情 報 を 入手 す るか とい う情 報 流通 の 問題 とな る。 今年 度 の調査

研 究課 題 で あ る 「レフ ァ レ ンス情 報 サ ー ビス」 は、 本 来 の情 報(一 次情 報)流

通 のた め の 補助 手 段 で あ るが、 欠 か せ な い機 能 で あ り、 今 後 の経 済情 勢 の変 化

に対 応 す るた め に、 この機 能 に対 す る要望 が 強 ま る と思 われ る。

　 特 に地 域経 済 情報 にっいては、地方 自治体(県 、市町村)、 商 工 会 議 所、 経 済 団 体

等 か ら利 用 ニ ーズ が 強 く、 一 次情 報 の整 備 とと も に レフ ァ レン ス情報 サ ー ビス

体 制 の早 期 確 立 が 望 まれ る。 しか しサ ー ビス体制 の持 続 的 発 展 につ い ては 、 レ

フ ァ レン ス情 報 の定 期 的更 新 、 そ のた め の レフ ァ レ ンス情 報 収 集 、 一 次 情報 利

用 との リンク 問題 等 々、 組織 や経 費 面 で の問 題 も多 く・ 険 しい もの とい わ ざ る

を得 な い。

　 また、 地 域 の各 機 関 にア ピー ル し協 力 を得 る ことが重 要 な ポ イ ン トとな る。

レフ ァ レ ンス情 報 サ ー ビス の将 来 構想 と して は、

①　 レフ ァ レ ンス情 報 の統計 分 野 の拡 大(当 面は経済統計分野 のみ を対象とした。)

② 　 地 域 の拡 大(収 集、 提 供 対 象 機 関 の拡 大)

③ 　 統 計 以 外 の 刊 行 物 ・文 献 等 情 報 サ ー ビス

が 考 え られ る。
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2.5　 西 日本 地 域 情 報 拠 点形 成 に 関 す る調査(近 畿 ・中 国 ・四

　　 国地 域 委 員会)

2.5.1　 情 報 流 通 の実 状

(1)調 査 概 要

　 　 大 阪市 、 広 島 市(含 周 辺 市 町 村)、 高 松 市(含 周辺 市 町村)に 所 在 す る企

　 業 、公 的 機 関 団 体 に対 して 、 情 報流 通 に 関す る ア ンケ ー ト調査 を行 った。

　 　 回収 状 況 は 、 次 の とお りで あ る。

地 区 別 発送数 回 収 数 回収率㈲

広島地 区 193 144 74.6

四国地 区 149 96 64.4

大阪地区 200 75 37.5

合　　計 542 315 56.3

(2)情 報 の収集入手

　　情報 の収集入手先は 「本社 支店双方」 が57.1%と もっとも多 く、本社一括

　 は15.8%と 低い。情報入手 活動 は中央 だけでな く、地方 で も行 われてい るこ

　 とを示 してい る。

(3)情 報 の需要

　　情報種類別 に需要 の状 況を見 る と、次の ようにな る。

　　経済情報 一 総合的 に需要 が高いが製造業でやや重要 度が低い。

　　施策情報 一 公務 公的 団体 で需要が高 く、製造業で もっとも低 い。

　　企業 関連 一 いず れの業種 で も2～3位 の重要度を示 してい る。

　　市場関連 一 需要 の特 化度が高 く製 造業 、商業で1位 の需 要度 を示 すが他

　　　　　　　 　業種 ではやや低 い。

　　技術 関連 一 製造業 で3～4位 の需要度を示すが全体では低 い。
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　 　 仕 入 関連'一 いず れ の業 種 で も ニー ズ は 低 い。

(4)情 報 の提 供

　 　 情 報提 供 を行 ってい る事 業 所 は62件21.8%の 回 答率 で あ った。 商業30.0%、

　 製 造 業25.0%で 実 施 率 が 高 い。 しか し内 容 は 行 政、 組合、本社 に対 す る定 期 報

　 告 情 報 が 多 く、 情 報 流通 の概 念 には ほ ど遠 い。

⑤ 　情 報 の利 用

　α)現 状 の問題

　 　 　 地域 情 報流 通 の現 状 につ い て は 「ほ ぼ満 足す べ きで あ る」 が55.2%と 過

　 　 半数 を占め るが、 「利 用 した い が整 備 が不 十 分」 も28.3%の 回 答率 で あ る。

　 　 不十 分 な 内容 と して製 造 業 では 製 品 の需 要動 向 に 関す る情 報 の整 備 、 公 的

　 　 団体 で は経 済 ・行 政 に関 す る一 般 統 計 情 報 の整 備 を あげ てい る。 また 、 ク

　 　 リア リン グ機 能 や情 報 の集 中整 備提 供 を行 う公 的 機 関 の設 置 へ の要 望 が あ

　 　げ られ てい る。 地域 特 性 と して大 阪 で は 具 体的 利 用 上 の問 題 を あ げ て い る

　 　 の に対 し、 広 島 で は デー タ バ ンク、 行 政 資料 セ ンター の設 置 等 、機 関整 備

　 　 に関 す る もの が 多 い。

　 (ロ)サ ー ビス 体 制

　 　 　情 報 流通 促 進 を進 め るべ き との 考 え は77%の 高 い支持 を得たが、特 に広島

　 　で81.7%と 平均 を上 回 る回 答率 で あ る。 業 種 別 で は公 務 公 的 団体 で 支 持 率

　 　が 高 く製 造 業 で やや低 下 す る。 具体 的 な コ ン ピ ュー タ に よる情 報 提 供 シ ス

　 　 テ ムの利 用 意 向 は 「安 価 な ら利 用 す る」61.3%、 「利 用 しな い」20.2%、

　 　 「高価 で も利 用す る」8.4%で 、充 分 な経 済 性 を 要 求 してい る。 公 務 公 的 団

　 　体 で利 用意 向 が高 く金 融 機 関 で低 い。 後 者 は 既 に 自恕織 内 に オ ン ライ ンネ

　 　 ッ トワー ク を持 つ もの が 多 い こ とに よ る と思 わ れ る。製 造 業 では 情 報 流 通

　 　構 想 に対 す る支 持 は低 い が シ ス テ ム の利 用 意 向 は 高 く、特 化 性 の高 い個 別

　 　情 報 へ の ニー ズ が 強 い こ とか ら これ らが コン ピュー タ媒 体 で提 供 され れ ば

　 　利 用 度 は 高 い と思 われ る。

　 以 上 の こ とが らに鑑 み 、56年 度 の調査は 、 情 報 流 通 ニー ズ の高 ま りに もか
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か わ らず、その提供体制整備 の遅れとい うギャップが調査結果からうかがわれた

広 島地域 に焦 点をあて、同地域 における情報流通 の促進について調査研究を

進 めた。

2.5.2　 情 報 サ ー ビス 機 関 の 実状

(1)　広 島地 域 の情 報 提 供 サ ー ビス機 関

　 α)情 報 提 供 サ ー ビス機 関

　 　 　 「情 報 提 供 サ ー ビス機 関 」 として は 、 日本標 準産 業 分 類 の 「情 報 提 供 サ

　 　 ー ビス業 」　「そ の他 の情 報 サ ー ビス 業 」 の ほ か 、 民 間団 体 、 企業 、 国 ・地

　 　 方 公 共 団 体 の うち 、情 報 の 発 生 、 蓄 積 、 提 供 を 行 って い る機 関 を含 め

　 　 て考 え る こ とと した。 また 、 情 報 の範 囲 は 、地 域 経 済情 報 に限 った。 現存

　 　 す る主 な機 関 は表2-5の 通 りで あ る。

表2-5　 広島地域 の主な情報提供サ ー ビス機関

情報提 供サー ビス機 関 、

そ の他 の情 報 サ ー ビス

業

その他 の機 関(国 、地

方公 共団体を除 く)

日本 科 学技 術 情 報 セ ン ター 中国 支 所 、㈱ 東 京商 工

リサ ー チ 広 島支 店 、㈱ 帝 国 デー タバ ン ク広 島支 店

等。

広 島商工会議所、㈲ 中国地方総合調査会、肋 広島

県中小企業情報セ ンター、 ジェ トロ広島貿易情 報

セ ンター、中国地方生産性本部、肋広島経営サー

ビスセ ンター、θ発 明協会広 島県支部 、中国新聞

社、 日本 銀行広島支店、 日本 開発銀行広島支 店、

中国電 力㈱ 経済研究 所、θ広 島地域社会研究 セ ン

ター等。

　 これ ら の機 関 の 現 状 と将 来 計 画 の概 要 は 表2-6の とお りで あ る。

　な お 、情 報 処理 サ ー ビス業 と して は、 ㈱ 中 国計 算 セ ンタ ー等29社 が あ るが 、　 　 　 　 　 　 　 　 　 ◆

いず れ も情 報 提 供 サ ー ビスは行 ってい な い。

一66一

●



ー

O
同

一

, ● 、
, ■

表2-6 現在広島地域 に存在す る主 な情報提 供機 関の実態 と将来計画

名　　　　 称 設　立 機　　　　　　能 職員数 電算機導入有無 資料保有数 機　関　紙 将　 来　 計　 画 備　　考

社団法人

中国地方総合調査会

S
37.10

中国地方の社会、経済を中心 と

する調査研究

(受 託調査)
13 無 2万7000冊

中国地方総合調査

月報(月 刊)

能販 質の 向上
ユーザの拡大

固定的財源の確保
会員　 122社

広島中小企業情報セン

ター S
55.7

中小企業者に対する個別情報相

談

経営情報等の提供
5 　　　無

'

3000冊

企業情報

　　　(月刊)

57年 端末機設置(情 報検索)予

定

中小企業関係団体の ネソトワーク

構想の推進

特殊法人

日本科学技術情報セン

ター中国支社

　　(JICST)

S
48.10

科学技術文献情報 ナー ピス

(デ ー タベースJOISの 検索)
4
　　無

(端 末機有)
資料目録等

科学技術文献速報

　　　(月刊)

　 　 　 　 　 　 　 　 ◎

理学工学情報→ 医学情報、経営

情報と制限内で範囲を拡大す る

(地 方では提供のみ行 う)

日本貿易振興会

広島情報センター

　　(JETRO)

S
52.10

貿易相談、貿易情報

(海 外市場状況提供サー ビス)
4
　　 無

(本 部 有)
約1500冊

通商弘報

　　　(日 刊)

海外市場

　　　 (月 刊)

特になし

賛助会員

　　　60社

全国5000社

社団法人

広島地域社会研究セン

ター

S
52.4

地元知識人の参加による地域問

題の解決及び関係情報の提供
3 無 7000冊

広島人

　　　(年2回)

情報調査十人材(ノ ウハウ)の 調

査を行 う

電算機による情報検索の整備

株式会社

帝国データバンク広島

支社
M38

企業信用調査(情 報提供)

　　(COSMOS)
29

　　 無

(本 社　有)

一

帝国情報

　　　(隔 月)

57年 オフコ ン導入支社情報の分

析、 管理へ(ミ ク・分析)情 報提

供の合理化(カ ー ド式)　 　　 ・.

県内1万3千 社分

全国20万 社

株式会社

東京商工 リサー チ広島

支社

S
27.4

　 同　　　　 　上

(TO .SHOCOMPASS)
30

　　 無

(端 末機有)

一

興信特報
特にな し

(情 報内容の充実)

管内2万 社分

全国20万 社



(ロ)提 供 して い る情 報 の 内容

　 　 情 報提 供 サ ー ビス機 関 が提 供 して い る情 報 の 内 容 は 、 地 域 の 汎 用的 な経

　 済情 報 を提 供 して い る もの(θ 中 国地 方 総 合 調 査 会 、 中 国 電 力㈱ 経 済研 究

　 所 等)と 、限 られ た 分 野 の情 報 を提 供 して い る もの(日 本 科 学 技 術 情 報 セ

　 ンター 中 国 支所 、 ジェ トロ広 島貿 易情 報 セ ンタ ー等)に 分類 で きる。

　 　 汎 用 的 な情 報 を収 集 、提 供 して い る機 関 をみ る と、社(組 織)内 利 用 が

　 主 目的 で 、付 随 的 に 外 部 に提 供 して い る状 況 で あ る。 従 って 、広 島 地域 に

　 は 、 汎用 経 済 情 報 と外 部 に提 供 してい る専 門 的 な機 関 は な い。

　 　 これ らの機 関 の情 報 の 管理 は 、文 書 に よる もの が ほ とん どで、 コン ピ ュ

　 一 夕処 理 が な され て い る もの は ご くわず か で あ る(日 本 科 学 技 術 セ ンタ ー

　 中 国 支所 、㈱ 東 京 商 工 リサ ー チ広 島支 店等)

⇔ 　情 報提 供 サ ー ビス機 関 の相 互 の連 絡

　 　 情 報 発生 機 関 の相 互 の連 絡 につ い てみ る と、　 「統 計 業 務 連 絡 会 議 」 、

　 「専 門 図書 館 協 議 会 中 国 地 区協 議 会 」 等 が あ る が 、実 質 的 な情 報 交換 まで

　 には 至 って お らず 、 地 域 情 報 ネ ッ トワー クを 目標 に考 え る と、情 報提 供 機

　 関 相 互 の連 携 は 十 分 とは言 え な い。

⇔ 　 ま　 と　 め

　 　 広 島 地域 の情 報 提 供 サ ー ビス機 関は 、現 状 で は コ ン ピ ュー タ導 入 に よ る

　 本 格 的 取 組み まで に は 至 って お らず 、規模 や 情 報 の収 集 、 加工 、 蓄 積 とい

　 った処 理能 力が 低 く、 ニー ズ が あ って も十 分対 応 で きる状 態 では な い。 こ

　 れ は、 広 島地 域 の情 報 の ニー ズ が先 進地域 ほ ど高 くな い こ と、情 報 の ク リ

　 ア リン グ、 資料 セ ンタ ー(レ フ ァ レ ンス サ ー ビス)等 の 整備 が 遅 れ てい る

　 こ と、 基 本 的 に は 中 央 情 報 指 向 が 強 く、 資 料 整 備 、 レ フ ァ レンスサ ー ビ ス

　等 が 本 来 の業 務 と して 認 識 され て お らず 、 また コ ス トの 問 題 が極 め て大 き

　 い等 の事 情 に よ る。 情 報 の 内容 は 、 行政 機 関 に よ る統 計 情 報 が 主 流 で あ り、

　情 報 の分 析 や 、 地 域 情 報 へ の加 工 等 は先 進地 域 に比 べ る と、 質 量 共 に劣 っ

　 てい るo
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(2)近 畿 地域 にお け る情 報 サ ー ビス機 関

　 ㈲ 　情 報 サ ー ビス業

　 　 　 近 畿 の情 報 サ ー ビス業 の対 全 国 比 は事 業 所 数 、従 業 員 数 、年 間 売 上 高 の

　 　 いず れ も14%程 度 で 、 工 業 出荷額 の20%に 比 べ か な り低 い。 事 業 所 あ た り

　 　 年 間 売 上 額 、従 業 員1人 あた り年 間 売上 額 も53年 時 点 で そ れ ぞれ276万

　 　 円、574万 円 と関 東 の値 を下 回 る。 業 種 別 に売上 高を み る と ソフ トウ ェア

　 　 業 は 対全 国比10%と さ ら にシ ェア が低 下 す るが 、情 報処 理 サ ー ビス業 は

　 　 16.7%と 逆 に高 い。 今 回調 査 の対 象 とな る情 報 提 供 サー ビス業 の対 全 国 比

　 　 は 企業 数14%、 事 業 所 数12%、 売上 高5%と シ ェア が低 く、 しか も横

　 　ぽ い ない し低 下 の傾 向 に あ る。 情報流通の関東集権が うかがわれ る。なお近畿

　 　 内 では 大 阪 の構 成 比 が76～86%　 と大半 を 占 め他 府県 の情 報流 通 は 非 常 に

　 　弱 い。

　 (ロ)　デー タ ベー ス サー ビス

　 　 　 デー タ ベー ス のオ ン ラ イ ンネ ッ トワー ク の大半 は関 東 に本 社 機 能 をお き、

　 　近 畿 の ウ ェイ トは 低 い が 主 な ものは 表2-7の よ うで あ る。

表2-7　 近 畿地域 の主な情報提供サー ビス機関

プ ロ デ ュー ス機 能 の デ ィ ス ト リ ビ ュ ー タ ク リ ア リ ン グサ ー ビ

あ る もの 一機 能 の あ る もの スを行 うもの　 (注)

1.大 阪府 行 政 デー タ 1.㈱ 東洋 情 報 シス テ 1.各 府 県工 業 試 験 所

ノミン ク ム 2.肋 大 阪科 学 技 術 セ

2.兵 庫 県 行 政 デ ー タ 2.国 立 大 学 大型 計算 ン タ ー

ノミン ク 機 セ ン タ ー 3.各 府 県 中小 企 業 情

3.国 立 民 族 学博 物 館 報 セ ン タ ー

4.㈱ 東 洋情 報 シス テ 4.京 都 生 産 開 発 科 学

ム 研究所
5.巴 バ ル ブ㈱

6.財 関 西情 報 セ ンタ

一

(注)マ シ ン リー ダ ブル で は な い 。
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2.5.5　 地 域 情 報 セ ン ター 構 想 と地 域 間 ネ ッ トワー ク

　近畿、 中国、四国 の3地 域 の情報化 を進展 させ るためには、各地域 の実状 に

合 わせ た方 策 を講 じ る必要 が あ る。 した が って 、 基 本 的 な考 え方 と して、 情 報

処理 は それ ぞれ の地域 で 行 う もの とす る。 その た め に、各 地 域 に情 報 核 機 能 と

して の地 域 情 報 セ ンタ ー の設 立 を図 る。

　 地 域 情 報 セ ン ター の 概 念 は 図2-20に 示 した とお りで あ る。この場 合 、 情 報

発 生 機 関 をサ ブセ ンタ ー と して位 置 づ け 、 そ れ らサ ブセ ンター 間 を情 報 セ ン タ

ーが 「ク リア リン グ機能 」 、 「情 報 流 通 機 能 」 、 「情報 加 工 発 生機 能 」 等 を持

つ.eと に よ り リン クす る。 したが っ て、1次 情 報 の整 備 、蓄 積(た とえば デー

タベ ー ス の構 築 や 資料 室 の整 備)は 、 個 々 のサ ブセ ンター が行 うこ とにな る。

　 この よ うな 地 域 情 報 セ ン ター とサ ブセ ン ター 群 の関連 を地 域 情 報 セ ンタ ー構

想 と名 付 け て い る。

　 地 域 情 報 セ ン ター構 想 が 、 各地 域 で 醸 成 、 充実 され れ ば、 地 域 間 ネ ッ トワー

ク(地 域 情 報 セ ンター 間 の ネ ッ トワー ク)は 自 ら充 実 す る もの と考 え られ る。
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2.5.　4　 広 島地 域 情 報 セ ン ター 構 想

(1)ネ ッ トワー ク体 制 とセ ンター 構 想

　 　 情報 機 能 強 化 の方 策 と しては 、 ネ ッ トワー ク体 制 とセ ンター 構 想 とが考 え

　 られ る。 ネ ッ トワー ク体 制 は 、 情 報発 生 機 関 が情 報 の 管理 を し、 ネ ッ トワー

　 クを組 ん で情 報 交換 を し て い く形態 で あ る。 セ ンタ ー構 想 は、 必 要 とす る情

　 報 を1ヵ 所 に集 め 、 管理 、 提 供 して い く中央 集 中 管理 方 式 で あ る。

　 　 　 　 表2-8　 ネ ッ トワー ク体 制 とセ ンター 構 想 の長所 と短所

長　　　　　所 短　　　　　所

ネ ッ トワー ク 体 制 oア ッ プ ツ ー デ ー トの 資 料 o各 機 関 が デー タベ ー ス を

、

が早い 作 らなければ ならない

Oデ ー タ の転 送、 加 工 上 の ・デー タ保護 の 問 題

誤差 が少 ない o経 費 分担 の問題

。詳 細 デ ー タ の入 力 が 可能 O統 計法 の制約
一

oデ ータの多角的利用が可能 '

　 　 　 　 　 　 　 　 　 一

セ ン タ ー 構 想 o－ 般 へ の情 報 の提 供 が ス o情 報 の管理 に設 備 とマ ン

ム ー ズ パ ワー が必 要

(2)　広 島地 域 にお け る ア プ ロー チ の方法

第1段 階 ・

第2段 階 ・

第3段 階 ・

・・… 各 機 関 で発 生 す る情 報 を提 供 で き る形 態 に整 理 し、 コ ン ビ

　　ュ一 夕 化 を進 め る。

・・… 必 ず し もコ ン ピュー タ の導入 を 前 提 と しな くて も よい か ら

　 ネ ッ トワー ク を組 ん でい くこ と。 コ ン ピ ュー タ化 の 進 ん だ

　 機 関 につ い て は、 提 供 可 能 な デ ー タ に つ い て相 互 に交 換 体

　 制 を作 って い くこ と。

・・… 共 通 利 用 の可 能 な地 域 情報 の集 積 す る拠 点 とし て、 セ ンタ

　 ー を設 立 す る こ と。 これ は 、第2段 階 か ら各 機 関 の コ ンセ

　　ンサ スを 得 て、 準備 を進 め る こ と。
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　 これは 、 い わば、 ネ ッ トワー ク体 制 とセ ンター構 想 の 中間型 とい え る。

(3)　広 島地 域情 報 セ ンター構 想

　 　 広 島 の現 状 か ら地 域情 報 セ ン ター の構 想 を考 え て み る と図2-21の よ うな

　 ものが 想 定 され る。 現 状 で は 、 分野 ご とに 分化 され た形 で情 報 が管 理 され て

　 い る。 こ の よ うな拠 点 は さ ら にい くつ か 育成 し、各 々が デー タベ ー スを作 り、

　 デー タ管 理 をす る。情 報 セ ジタ ー は、 自ら のデー タベ ー ス を作 る と とも に、

　 これ ら の機 関 とネ ッ トワー ク を組 み 、 情 報 の加工 、 提 供 を行 い 、 将来 的 に は 、

　 他 地 域 との情 報 ネ ッ トワー ク も考 え る。

　 　 各 機 関(サ ブセ ン ター)で 充 実 す べ き もの と しては 、(a)国 の出 先機 関、 地

　 方 公 共 団体 、(b)業 界 団体 、(c)地 方 報 道 機 関(新 聞 社 等)が あ る。

(4)　 広 島地 域 情 報 セ ンター の基 本 的性 格

　 　 広 島地 域 情 報 セ ン ター の基 本 的性 格 としては 、 次 の4点 が 考 え られ る。

　 ① 公共 的性 格 の確 保

　 　 ・地 域 情報 セ ンター が 収 集 、 加 工 す る情 報 は 、 地域 経 済情 報 と して正 確 か

　 　 　 つ 迅 速 で あ る こ と。

　 　 ・プ ライ バ シー(秘 匿)が 守 られ る こ と。

　 　 ・オ ー プ ンな 利 用が 可 能 な こ と。

　 ② 独 立 採算 性 の確 保(付 属 的 業 務 を 行 うこ とが 望 ま しい)。

　 ③ ネ ッ トワー ク の核 と して、 自 ら も情 報 の蓄積 、 加工 、提 供 を行 う。

　 ④ 一 定 の設備 とマ ンパ ワー を もつ こ と。

(5)情 報 セ ンター の経 営形 態

　 　 経 営 形態 と しては 、特 殊 法 人 、地 方 開発 公社 、 特 許 企業 が 考 え られ る。 こ

　 の うち 、地 方 開 発 公社 方 式 即 ち財 団、 第3セ クター が 適 当 で あ る。 社 団 だ と

　 経 済 基盤 が 弱 く十 分 な活 動 が で きな い。 財 団 、第3セ クター で は 関 係 者 の 出

　 損 が得 られ るか ど うか とい う問題 が あ る。 広 島地 域 の場合 、十 分 な フ ァン ド

　 が 得 られれ ば 、財 団法 人 組 織 が よい。 第3セ ク ター 方式 は 、 公 共 的性 格 を重

　 視 し、 地 方 公 共 団体 か ら の気 運 が 高 まれ ば よいで あ ろ う。
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(6)広 島地 域 情 報 セ ン ター の 進 め方

　 　 全 く新 しい機 関 を 設 立 す る場 合 と、 既 存 の機 関 を 強 化す る方 法 と考 え られ

　 る。新 しい機 関 を設 立 す る場 合 、 資金 の調達 を ど うす るか とい う課 題 が あ る。

　 また 、事 業 活 動 の 内容 に よ っ ては、 既 存 機 関 との競 合 の調 整 が 必 要 で あ る。

　 この た め、 サ ー ビス の需 要 量 、 供給 可 能 量 を十 分 調 査 す る必 要 が あ る。

　 　 既 存 の機 関 を 強化 す る場 合 、 考 え られ る機 関 と しては 、θ 中 国地 方 総合 調

　 査 会 が あ る。 つ い で広 島 商 工 会 議所 が あ る。 θ 中 国地 方 総合 調 査 会 は 財政 的

　 基 盤 が 弱 い の で 、社 団法 人 か ら財 団法 人 組織 へ の組 織 替 の検 討 が必 要 で あ る。

⑦ 　広 島 地域 情 報 セ ン ター の事 業 活動 の 内容

　 　 地域 情 報 セ ンタ ー の事 業 内容 としては 次 の4点 が 考 え られ る。

　 ① 　 情 報 サ ー ビス ー 地 域 情 報 セ ンター 本 来 の業 務 で あ り、情 報 セ ンター独

　 　 自 のデ ー タサ ー ビ スの ほか 、 他 の機 関 か らの情 報 も加工 、提 供 す る。

　 ② コ ンサ ル タ ン ト業 務 一 地 域 の シ ンク タ ン ク と して、 地域 の問 題 につ い

　 　 て 調 査 で き る よ う能 力、 設 備 の 充実 を図 る。

　 ③ 　 教 育研 修 事 業 一 情 報 処 理 に関 す る各 種 の研 修 、 セ ミナー や 広報 活 動 を

　 　 行 う。

　 ④ 自主研 究 開 発 一 ニー ズ を先 取 りした形 で地 域 の経 済 調査 を 行 う。

⑧ 　情 報 セ ン ター 設 立 に あ た って の課 題

　 ① 情 報 セ ンター の建 設 には 、 多 額 の 資金 を要 す る こ とか ら、国 、 地 方 公共

　 　 団 体 の支 援 の ほ か、 地 元 経 済 界 の参 加 が 必要 で あ る。

　 　 　 地 元経 済 界 の理 解 と協 力 を得 るた め、 関係 者 に よる 「情 報 セ ンター 設立

　 　 推 進協 議 会 」(仮 称)を 作 っ て、情 報 セ ンター 設 立 の推進 を図 る必 要 が あ

　 　 るo

　 ② ネ ッ トワー ク の確 立 の た め 、 当面 は 文献 等 に よる情報 交換 の 円滑 化 を図

　 　 る こ と。 そ の た め に 「情 報 連 絡 研 究 会 」(仮 称)の よ うな ものを作 って

　 　 推 進 す る こ とが 必 要 で あ る。 この研 究 会 が 中心 とな っ て、 ネ ッ トワー ク体

　 　 制 づ く りや 、 ネ ッ トワー ク体 制開 発 に伴 う諸 問 題 の検討 を進 め て い くのが

一75一



　 よい。

③ 情 報 セ ンター 建 設 にあ た って は 、需 要 量 の詳 細調 査 を し、 セ ンター の規

　模 等 の基 本 設計 を 行 う必 要 が あ る。

④　データ交換 上の諸問題(秘 匿の問題、経費分担の問題等)は 、別途検討

　 をす る必 要 が あ る。

2.5.5　 今 後 の 課 題

地域情報 センター設立に あた っての課題 、あるいは設立後 の課題 を整理す る

と次 のよ うにな る。

　　o各 機 関のコン ピュー タ化 の問題

　　o各 機 関の協 力体制 の確立

　　o組 織形態(財 団、社団 、第3セ クター)

　　。設立母体(新 規組織、 既存組織)

　　 o経 費の分担方法 、資金の調達方法

　　O経 営基盤 の確立

　　O統 計法上の問題(秘 匿 データの問題)

　　 Oデ ー タ交換 の問題(特 に官庁 と民間)

　　 o情 報 センター の業務量 の把握(需 要量詳細調査)

　　 O人 権確保の問題

　　 oシ ンクタ ンク機能 の充実　　　　　　　等々

　　また、57年 度 の調査 内容 として次 の2点 を考えている。

　①　地域情報 セ ンター構想 に基 づ くシステム設計

　　　 56年 度 の広島地域 におけ るケー ススタデ ィを もとにモデル開発を行 う。

　② 四国地域 における地域情 報セ ンター整備構想 につ いての調査
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5.　 ま　 　と　 　め

5.1　 調 査 研 究 成果 と問題 点

　 56年 度 調査研究 にょって得 られた成果 としては、 ①ク リア リング及 び情報

ネ ッ トワー クに関する地域 の現状、需要等の実態が明確 にな った こと、② シス

テムの研究 開発 を通 して、 それ により得 られ る具体的な効果 及び利用主体 に適

合 した柔軟なシ ステム開発 の必要性が認識 され た ことがあげ られ る。

　第1の ク リア リング及び情報 ネ ッ トワーク機能 に関 しては、

　 55年 度 までの調査 で全 地域 から提示 された、

　① 地方 での情報化の遅れ。

　② 各地域の地域問題 を解決す る際の各機関 の結びつきが縦割でな く、 横割

　　的結びつ きである。

　③　地域的な情 報が一 ヵ所 に集 まって くる体制 にな く、情報の所在 が分散 し

　　てい る。

　 等の意見から、その必要性が提起され、本年度 において、関信越 ・東北、近畿 ・中

国 ・四国地 域の2地 域 でク リア リング機能 の形成及 びネ ッ トワーク開発 に関す

る調査研究 が進 め られた。そ の結果、対象 とな るデー タ(特 に官庁統計)に 関

して両地域 か ら下記 の事項 が共通 した問題点 としてあげられた。

　①　公表 が遅 い。

　② 欲 しいデー タが公表 されていない。

　③ 　分類が粗す ぎる。 コー ド体系 が不統一 な ど使 いず らい。

　④　同一調査 にお ける時系列的不整合があ る。

　⑤　統計 法 に関す る法制度、 プライバシー保護 な どの問題の検討が必要であ

　　る。

　⑥ 　経 費の分担及 び責任 の所在 が不明確 である。

　 また、 関信 越 ・東 北地域 においては、 ク リア リング機 能に関す る意識 の実態
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を調査 し、 ク リア リング機 能 が望 まれ て い るに もか か わ らず、 そ の機 能 が な い

こ とが 問題 点 とし て 明確 に な った。

　 近 畿 ・中 国 ・四 国地 域 にお い て は、 広 島地 域 のネ ッ トワー ク構築 を図 る上 で

の 各機 関 の情 報 ニー ズ と情 報 処 理 体 制 の状 態 等 が 明 らか にな った が、 諸機 関 に

おけるコンピュータ化の遅れや地域情報 有効利用 のための情報処 理体制が 確 立 され て い

な い事 が 問題 で あ る こ と。 また、 そ れ らの こ とは 情 報処 理 体 制 の確 立 を試 みる

場合、 情 報 処 理技 術 を身 に つ け た 人 材 を容 易 に得 る ことが で きな い 等 の誘 因 と

な って い る こ とが あ げ られ て い る。

　 第2の シ ス テ ム の研 究 開 発 に 関 しては 、3地 域 におい て、 各 々 に異 った成 果

が あ げ られ て い る。

　 北 海 道地 域 では、 目的 意 識 に応 じた 施 策 へ の反映 を可 能 とす る地 域 開 発 のた

め の分析 機 能 の研 究 設計 が 成果 で あ る。

　 東海 ・北 陸 地 域 では、 陶 磁 器 産業 を対 象 に、地場産業 に最 も適 合 した シ ス テム

開発 を行 った結 果、 産 業 及 び技 術 情 報 の利 用 に 関 す る問題点 が 明確 とな り、 デ

ー タ利 用 ニー ズが 国際 化 し て い る こ と、 規 模 の問 題 か らマ イ ク ロ ・コ ン ピ ュー

タ の活 用 を図 る こ と等、 産 地 の現 状 にマ ッチ した シ ステ ム形 態 が 示唆 された 。

　 また、九州地域では、流通 の 近 代 化 、 シ ス テ ム化 を促 進 す るた め の シ ス テ ムを開

発 し、 このシ ス テ ムに よっ て得 られ る効 果 として 次 の事 項 を あ げ て い る。

　 ① 　 デー タ の重 複 収 集、 管理 を排 除(デ ー タ収 集、 管理 の一 元 化)す る こ と

　　 に よ る経 費 の節 減 。

　 ② 　 デ ー ター 元 管理 に よ る情 報 の体 系 的 整 備 。

　 ③ 　 同一 デ ー タ、 同一 加 工法 に よ る加 工 デー タ の 客観 性 の確 保 。

　 ④ 新 規 デ ー タ及 び加 工手 法(従 来 未 利 用)の 利 用 が 可能 。

　 ⑤ 迅 速 な 各種 サ ー ビス の享 受 。

　 また、 問題 点 と して は 次 の も の が あげ られ た。

　 ① 　 ス ケー ル メ リッ トの 問題 。

　　　 地方の場合、 システム利 用、 ネ ットワー ク形成 の対象機 関が零細 である
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　 　こ とが 多 い た め経 営 資 源 の 制 約 か ら、 ハー ドウ ェアの導 入 が 困 難iで あ った

　 　 り、 人 材 の 育成 に手 が 届 か な い とい った物 的 ・人 的 な リソー ス不 足 の 問 題

　 　が ある。 また 、利 用者 及 び利 用 目的 が非 常 に細 分化 され て お り、 シ ステ ム

　 　の スケ ー ル メ リ ッ トが 得 られ る よ うな 規模 にな りに くい等 の 問題 が あ るo

　 ② デ ー タ入 手 の問題

　 　 　 シス テ ム開 発 の対 象 とな る必 要 デー タは地 域 的広 が りを もっ と と もに所

　 　在 が 分散 してお り、 そ れ らの情 報 源 との ネ ッ トワー ク に よ って網 羅 的 にデ

　 　一 夕 を入 手 す る こ とが 困難 で あ る。

　 ③ 地域 問 題 分 析手 法 の 不足

　 　 　地域 の課 題 に即 応 した デ ー タ加 工 分析 手 法 が不足 して い る。

　 ④ 　 運用 上 の問 題

　 　 　開発 され た シ ステ ムの サ ー ビス ・メ ンテナ ンスの役 割 分 担、 そ の 際 の経

　 　費 の分担 方法、 管理 体 制維 持 の た め の費用 の捻 出等、 運 用 上 の問題 が残 さ

　 　れ てい る。

　 ⑤ 　 ク リア リング機 能 の 不 足

　 　 　恒 常 的 な デ ー タの 整 備、 更 新体 制 の確 立 と提 供 サー ビス の充 実 の た め の

　 　 ク リア リング情 報 サ ー ビスが 不足 してい る。

　 この よ うな シ ス テ ム の形 態 及 び システムによる具体的な効果 についての研究 結果

は 、 今 後、 地 域 別 の情 報 シ ス テ ム を構築 してい く上 で、 大 き な示 唆 を与 え 得 る

も の で あ る。
■

　 5.　2　 今 後 の 課 題

　 これ まで の 調査 研 究 結 果 を踏 まえ、 次年 度 に引 き継 ぐべ き主 要 な 検討 事 項 を

整 理 し、 今 後 の 地域 別 情 報 拠 点 の 育成 を 図 って い くた め の課 題 を 述 べ て お く。

(1)分 散 型 ネ ッ トワー ク を形 成 す る上 で、 ク リア リン グ機 能 は欠 くことの で き

　 ない機 能 で あ り、 今後 と も継 続 して検 討 を行 う必要 が あ る。

　 　 関信 越 ・東北 地域 で は、 デ ー タ利 用 全般 に関 す る検 討 及 び ク リア リング機

一79一



　 能 を拡 充 す る上 で 必 要 とな る レフ ァ レンス情 報 サ ー ビス を中心 と した調査 を

　 実 施 し、 次 の よ うな 課題 があ げ られ た。

　① レ フ ァ レン ス情 報 サ ー ビ スの体 制 、 資料 の メ ンテ ナ ンス方 法 及 び デー タ

　 　 の必 要 期 間 にっ い て の充 分 な検 討 。

　 ② プ ラ イバ シ ー 問題 、 情 報 公 開 問題 の考 慮 。

　 ③ 　 利 用 目的 に適 合 した 精度 の 高 い デー タ を収集 、 提供 す るた め の方 法。

　 ④ 　原 資料 の保 持 、 提 供 にあ た って の責 任 問 題 。

　⑤ 　経 費 の分 担 。

　 また、 近 畿 ・中 国 ・四 国地 域 に おい ては 各 地 域 にお け る情 報 拠 点 育成 と、 そ

の地 域 の実 情 に あ わせ た情 報 ネ ッ トワー ク の形 成 を推 進 し て い くため の 地域 情

報 セ ンター の 構想 が 検 討 され 、 次 の よ うな課 題 が あげ られ て い る。・

　① 　各 機 関 の情 報 シ ス テ ム化。

　② 　各 機 関間 の協 力体 制 の 確 立 。

　③ 　 　「地 域 情 報 セ ンター 」 の組織 、 運 営 体 制 の確立 。

　 ④ 　人 材 確 保 。

　⑤ シ ンク タ ンク機 能 の充 実 。

　 これ ら の課 題 を 踏 まえ て、 今 後 、 次 の研 究 を促 進 す る こ と とす る。

　 ① 　 レ フ ァ レン ス 情報 利 用 シ ス テ ムの 開発 及 び レフ ァ レン ス情 報サ ー ビス体

　 　制 の確 立(関 信 越 ・東北)。

　② 地域 情 報 拠 点 の 育 成 と地 域 間 ネ ッ トワー ク体 制 の確 立(近 畿 ・中 国 ・四

　 　 国)。

② 　 シ ス テ ム開発 に 関 す る調 査 研 究 の過程 で 出 され た 問題 点 と して、 次 の課 題

　 が 残 さ れ て お り、 各 地 域 にお い て、 今 後 と も引 き続 き検 討 して い く必 要 が あ

　 る。

　① コ ン ピ ュー タ リゼ ー シ ョンへ の意 識 の高揚(人 材 の育 成、 情 報 シス テ ム

　 　 化 等)を 図 る。

　 ② シ ス テ ム運 用 又 は ネ ッ トワー ク開発 促 進 の た め の経 費 の分担 は、 そ の地
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　域 ご との事 業 の 推進 の 中 で、 利 用 者 が メ リッ トコス トを払 うとい う形 で運

　 営 を維 持 して い く方法 等 、 そ の 地域 にみ あ っ た形 で決 め て い く必要 性 が あ

　 る。

③　 地域 の ニー ズ 及 び課 題 に応 じ られ るデー タ加 工 分析手 法 の研 究 を促 進 す

　 る。

④　国及 び地 方 自治体 におげる公表 データの詳細性 については、 で きるだけ

　対処 をすすめ るよ う作成 ・提供機 関に働 きか け る。
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